
報告第３号  

令和７年度東員町一般会計継続費繰越計算書について  

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定に

より、令和７年度東員町一般会計継続費繰越計算書について、次のように報

告する。  

 

                令和８年 ６月 １日提出  

                令和８年 ６月  日  

              東員町長  水 谷 俊 郎
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令和７年度東員町一般会計継続費繰越計算書  

款  項  事 業 名  

継 続 費  

の 総 額  

令 和 ７ 年 度  継 続 費 予 算 現 額  支 出 済 額  

及 び 支 出  

見 込 額  

残 額  

翌 年 度  

逓 次 繰 越 額  

左 の 財 源 内 訳 

予 算 計 上 額  

前 年 度  

逓 次 繰 越 額  

計  繰 越 金  

特 定 財 源  

国 県 支 出 金  地 方 債  そ の 他  

 

10 教育費 

 

 

3 中学校費 

 

 

施設整備費 

 

円  

6 , 4 7 9 , 0 0 0 , 0 0 0  

 

円  

2 , 1 1 9 , 4 0 0 , 0 0 0  

円  

2 3 7 , 6 0 0 , 0 0 0  

 

円  

2 , 3 5 7 , 0 0 0 , 0 0 0  

円  

1 , 7 2 0 , 5 1 0 , 0 0 0  

 

円  

6 3 6 , 4 9 0 , 0 0 0  

 

円  

6 3 6 , 4 9 0 , 0 0 0  

 

円  

15 2 , 4 7 9 , 0 0 0  

 

円  

4 9 , 1 1 1 , 0 0 0  

 

円  

4 3 4 , 9 0 0 , 0 0 0  

 

円  

0  
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提案理由  

 継続費における逓次繰越額について、地方自治法施行令第１４５条第１項

の規定により、議会に報告する必要がある。  
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報告第４号  

令和７年度東員町一般会計繰越明許費繰越計算書について  

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定に

より、令和７年度東員町一般会計繰越明許費繰越計算書について、次のよう

に報告する。  

 

                令和８年 ６月 １日提出  

                令和８年 ６月  日  

              東員町長  水 谷 俊 郎
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令和７年度東員町一般会計繰越明許費繰越計算書 

款 項 事業名 金 額 
翌年度 

繰越額 

左 の 財 源 内 訳 

既 収 入 

特定財源 

未収入特定財源 

一般財源 
国県支出金 地方債 その他 

 

２ 総務費 

 

３ 民生費 

 

３ 民生費 

 

３ 民生費 

 

６ 農林水産業費 

 

８ 土木費 

 

８ 土木費 

 

８ 土木費 

 

９ 消防費 

 

10 教育費 

 

 

３ 戸籍住民基本台帳費 

 

１ 社会福祉費 

 

１ 社会福祉費 

 

２ 児童福祉費 

 

１ 農業費 

 

２ 道路橋りょう費 

 

２ 道路橋りょう費 

 

２ 道路橋りょう費 

 

１ 消防費 

 

３ 中学校費 

 

 

戸籍住民基本台帳経費 

 

障害者自立支援事業 

 

高齢者福祉事業 

 

物価高対応子育て応援手当支給事業 

 

土地改良事業 

 

防災・安全交付金事業（通常分） 

 

防災・安全交付金事業（橋梁分） 

 

防災・安全交付金事業（交通安全分） 

 

消防事務委託事業 

 

施設整備費 

 

円 

5,181,000 

 

2,200,000 

 

963,000 

 

1,126,000 

 

24,266,000 

 

47,000,000 

 

5,600,000 

 

56,703,000 

 

9,427,000 

 

500,000 

円 

5,181,000 

 

2,200,000 

 

963,000 

 

1,126,000 

 

23,902,000 

 

44,224,000 

 

5,600,000 

 

56,364,000 

 

9,427,000 

 

224,500 

 

円 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

円 

5,181,000 

 

1,100,000 

 

0 

 

1,126,000 

 

1,000,000 

 

21,748,000 

 

3,080,000 

 

30,999,000 

 

0 

 

0 

 

円 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

21,400,000 

 

21,700,000 

 

2,500,000 

 

25,100,000 

 

9,400,000 

 

0 

 

円 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

1,000,000 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

円 

0 

 

1,100,000 

 

963,000 

 

0 

 

502,000 

 

776,000 

 

20,000 

 

265,000 

 

27,000 

 

224,500 
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提案理由  

 繰越明許費における繰越額について、地方自治法施行令第１４６条第２項

の規定により、議会に報告する必要がある。  
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報告第  ５  号  

令和７年度東員町下水道事業会計予算繰越計算書について  

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定によ

り、令和７年度東員町下水道事業会計予算繰越計算書について、次のように

報告する。  

 

                令和８年 ６月 １日提出  

                令和８年 ６月  日  

              東員町長  水 谷 俊 郎  
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令和７年度東員町下水道事業会計予算繰越計算書  

 

提案理由  

 予算の繰越について、地方公営企業法第２６条第３項の規定により、議会

に報告する必要がある。  

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 建 設 改 良 費 の 繰 越 額  

款  項  事 業 名  

予    算  

 

計  上  額  

支 払 義 務

 

発  生  額

翌  年  度  

 

繰  越  額  

 左 の 財 源 内 訳  

不  用  額  

 

翌 年 度 繰 越 額

に 係 る 繰 越 を

要 す る た な 卸

資 産 の 購 入 限

度 額  

説    明  

国   庫  

 

補  助  金  

 

企  業  債  

 

損 益 勘 定  

 

留 保 資 金  

 

 

4 資 本

的 支 出  

 

 

1 建 設  

改 良 費  

 

穴 太 地

内 マ ン

ホ ー ル

ポ ン プ

電 気 ・

機 械 設

備 工 事

事 業  

円  

2 0 , 5 3 3 , 7 0 0  

 

円  

2 0 , 5 3 3 , 7 0 0  

 

円  

20 , 5 3 3 , 7 00  

 

円  

0  

 

 

円  

20 , 5 0 0 , 0 00  

 

円  

33 , 7 0 0  

円  

0  

 

円  

0 部 材 の 調 達 に

不 測 の 時 間 を

要 し 、 年 度 内

の 工 事 完 了 が

困 難 と な っ た

た め 。  

合    計  2 0 , 5 3 3 , 7 0 0  2 0 , 5 3 3 , 7 0 0  2 0 , 5 3 3 , 7 00  0  2 0 , 5 0 0 , 0 00  3 3 , 7 0 0 0 0  
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議案第３７号 

専決処分の承認を求めることについて 

  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によって、次のとおり専決処分し

たので、同条第３項の規定により、これを報告し承認を求める。 

  

令和８年 ６月 １日提出      

令和８年 ６月  日        

東員町長  水 谷 俊 郎  

  

  

専決第１号 

東員町町税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

東員町町税条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

 

令和８年 ３月３１日専決      

東員町長  水 谷 俊 郎  

 

東員町条例第１８号 

東員町町税条例の一部を改正する条例 

 

東員町町税条例（昭和３０年東員村条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

改正前 改正後 

(納税証明事項) (納税証明事項) 

第18条の3 地方税法施行規則(昭和29年総理府令

第23号。以下「施行規則」という。)第1条の9第

2号に規定する事項は、道路運送車両法(昭和26年

法律第185号)第59条第1項に規定する検査対象軽

自動車又は2輪の小型自動車について天災その他

第18条の3 地方税法施行規則(昭和29年総理府令

第23号。以下「施行規則」という。)第1条の9第

2号に規定する事項は、道路運送車両法(昭和26年

法律第185号)第59条第1項に規定する検査対象軽

自動車又は2輪の小型自動車について天災その他
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やむを得ない事由により種別割    を滞納してい

る場合においてその旨とする。 

やむを得ない事由により軽自動車税を滞納してい

る場合においてその旨とする。 

(納期限後に納付し、又は納入する税金又は納入

金に係る延滞金) 

(納期限後に納付し、又は納入する税金又は納入

金に係る延滞金) 

第19条 納税者又は特別徴収義務者は、第40条、

第46条、第46条の2若しくは第46条の5(第53条の

7の2において準用する場合を含む。以下この条

において同じ。)、第47条の4第1項(第47条の5第

3項において準用する場合を含む。以下この条に

おいて同じ。)、第48条第1項(法第321条の8第34

項及び第35項の申告書に係る部分を除く。)、第5

3条の7、第67条、第81条の6第1項、第83条第2

項、第98条第1項若しくは第2項、第102条第2

項、第105条、第139条第1項又は第145条第3項

に規定する納期限後にその税金を納付し、又は納

入金を納入する場合には、当該税額又は納入金額

にその納期限(納期限の延長のあつたときは、そ

の延長された納期限とする。以下第1号、第2号

及び第5号において同じ。)の翌日から納付又は納

入の日までの期間の日数に応じ、年14.6パーセン

ト(次の各号に掲げる税額の区分に応じ、第1号か

ら第4号までに掲げる期間並びに第5号及び第6号

に定める日までの期間については、年7.3パーセ

ント)の割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額を加算して納付書によつて納付し、又は納

入書によつて納入しなければならない。 

第19条 納税者又は特別徴収義務者は、第40条、

第46条、第46条の2若しくは第46条の5(第53条の

7の2において準用する場合を含む。以下この条

において同じ。)、第47条の4第1項(第47条の5第

3項において準用する場合を含む。以下この条に

おいて同じ。)、第48条第1項(法第321条の8第34

項及び第35項の申告書に係る部分を除く。)、第5

3条の7、第67条                、第83条第2

項、第98条第1項若しくは第2項、第102条第2

項、第105条、第139条第1項又は第145条第3項

に規定する納期限後にその税金を納付し、又は納

入金を納入する場合には、当該税額又は納入金額

にその納期限(納期限の延長のあつたときは、そ

の延長された納期限とする。以下第1号、第2号

及び第5号において同じ。)の翌日から納付又は納

入の日までの期間の日数に応じ、年14.6パーセン

ト(次の各号に掲げる税額の区分に応じ、第1号か

ら第4号までに掲げる期間並びに第5号及び第6号

に定める日までの期間については、年7.3パーセ

ント)の割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額を加算して納付書によつて納付し、又は納

入書によつて納入しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第81条の6第1項の申告書、第98条第1項若

しくは第2項の申告書、第139条第1項又は第14

5条第3項の申告書に係る税額(第4号に掲げる税

額を除く。) 当該税額に係る納期限の翌日か

ら1月を経過する日までの期間 

(2)                          第98条第1項若

しくは第2項の申告書、第139条第1項又は第14

5条第3項の申告書に係る税額(第4号に掲げる税

額を除く。) 当該税額に係る納期限の翌日か

ら1月を経過する日までの期間 

(3) 第81条の6第1項の申告書、第98条第1項若

しくは第2項の申告書、第139条第1項又は第14

5条第3項の申告書でその提出期限後に提出し

たものに係る税額 当該提出した日までの期間

(3)                        第98条第1項若

しくは第2項の申告書、第139条第1項又は第14

5条第3項の申告書でその提出期限後に提出し

たものに係る税額 当該提出した日までの期間
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又はその日の翌日から1月を経過する日までの

期間 

又はその日の翌日から1月を経過する日までの

期間 

(4)～(6) （略） (4)～(6) （略） 

(所得割の課税標準) (所得割の課税標準) 

第33条 （略） 第33条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 法第23条第1項第15号に規定する特定配当等(以

下この項及び次項並びに第34条の8において「特

定配当等」という。)                         

                           に係る所得を有

する者に係る総所得金額は、当該特定配当等に係

る所得の金額を除外して算定する。 

3 法第23条第1項第15号に規定する特定配当等(次

項及び                第34条の8において「特

定配当等」という。)(同号ロに掲げるものを除

く。以下この項において同じ。)に係る所得を有

する者に係る総所得金額は、当該特定配当等に係

る所得の金額を除外して算定する。 

4～6 （略） 4～6 （略） 

(軽自動車税の納税義務者等) (軽自動車税の納税義務者等) 

第80条 軽自動車税は、3輪以上の軽自動車に対

し、当該3輪以上の軽自動車の取得者に環境性能

割によつて、軽自動車等に対し、当該軽自動車等

の所有者に種別割によつて課する。 

第80条 軽自動車税は、軽自動車等に対し、その

所有者に課する。 

2 前項に規定する3輪以上の軽自動車の取得者に

は、法第443条第2項に規定する者を含まないも

のとする。 

  

3 軽自動車等の所有者が法第445条第1項の規定に

より種別割    を課することができない者である

場合には、第1項の規定にかかわらず、その使用

者に                        課する。ただし、

公用又は公共の用に供する軽自動車等について

は、これを課さない。 

2 軽自動車等の所有者が法第445条第1項の規定に

より軽自動車税を課することができない者である

場合には、前項 の規定にかかわらず、当該軽自

動車等の使用者に軽自動車税を課する。ただし、

公用又は公共の用に供する軽自動車等について

は、この限りでない。 

(軽自動車税のみなす課税) (軽自動車税のみなす課税) 

第81条 軽自動車等の売買契約において売主が当

該軽自動車等の所有権を留保している場合には、

軽自動車税の賦課徴収については、買主を前条第

1項に規定する3輪以上の軽自動車の取得者(以下

この節において「3輪以上の軽自動車の取得者」

という。)又は軽自動車等の所有者とみなして、

軽自動車税を課する。 

第81条 軽自動車等の売買契約において売主が当

該軽自動車等の所有権を留保している場合には、

買主を軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車

税を課する。 
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2 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自

動車等について、買主の変更があつたときは、新

たに買主となる者を3輪以上の軽自動車の取得者

又は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税

を課する。 

2 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自

動車等について、買主の変更があつたときは、新

たに買主となる者を                          

   軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税

を課する。 

3 法第444条第3項に規定する販売業者等(以下こ

の項において「販売業者等」という。)が、その

製造により取得した3輪以上の軽自動車又はその

販売のためその他運行(道路運送車両法第2条第5

項に規定する運行をいう。次項において同じ。)

以外の目的に供するため取得した3輪以上の軽自

動車について、当該販売業者等が、法第444条第

3項に規定する車両番号の指定を受けた場合(当該

車両番号の指定前に第1項の規定の適用を受ける

売買契約の締結が行われた場合を除く。)には、

当該販売業者等を3輪以上の軽自動車の取得者と

みなして、環境性能割を課する。 

 

4 法の施行地外で3輪以上の軽自動車を取得した

者が、当該3輪以上の軽自動車を法の施行地内に

持ち込んで運行の用に供した場合には、当該3輪

以上の軽自動車を運行の用に供する者を3輪以上

の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を課

する。 

 

(日本赤十字社の軽自動車等に対する軽自動車税の

非課税の範囲) 

(日本赤十字社の軽自動車等に対する軽自動車税の

非課税の範囲) 

第81条の2 日本赤十字社が取得する3輪以上の軽

自動車のうち、直接その本来の事業の用に供する

もので、次の各号に該当するものに対しては、環

境性能割を課さない。 

第81条の2   

(1) 救急用のもの  

(2) 三重県県税条例(昭和25年三重県条例第37号)

第137条の2の2第1項第2号から第5号までの規定

により三重県知事が自動車税の環境性能割を課さ

ない自動車の例によるもの 

 

2 日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直

接その本来の事業の用に供するもので、救急用の

日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直

接その本来の事業の用に供するもので、救急用の
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ものに対しては、種別割  を課さない。 ものに対しては、軽自動車税を課さない。 

(環境性能割の課税標準) 

第81条の3 環境性能割の課税標準は、3輪以上の

軽自動車の取得のために通常要する価額として施

行規則第15条の10に定めるところにより算定し

た金額とする。 

 

(環境性能割の税率) 

第81条の4 次の各号に掲げる3輪以上の軽自動車

に対して課する環境性能割の税率は、当該各号に

定める率とする。 

(1) 法第451条第1項(同条第4項又は第5項におい

て準用する場合を含む。)の規定の適用を受け

るもの 100分の1 

(2) 法第451条第2項(同条第4項又は第5項におい

て準用する場合を含む。)の規定の適用を受け

るもの 100分の2 

(3) 法第451条第3項の規定の適用を受けるもの

 100分の3 

 

(環境性能割の徴収の方法) 

第81条の5 環境性能割の徴収については、申告納

付の方法によらなければならない。 

 

(環境性能割の申告納付) 

第81条の6 環境性能割の納税義務者は、法第454

条第1項各号に掲げる3輪以上の軽自動車の区分

に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行

規則第33号の4様式による申告書を町長に提出す

るとともに、その申告に係る環境性能割額を納付

しなければならない。 

2 3輪以上の軽自動車の取得者(環境性能割の納税

義務者を除く。)は、法第454条第1項各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める時又は日まで

に、施行規則第33号の4様式による報告書を町長

に提出しなければならない。 

 

(環境性能割に係る不申告等に関する過料) 

第81条の7 環境性能割の納税義務者が前条の規定

により申告し、又は報告すべき事項について正当
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な事由がなくて申告又は報告をしなかつた場合に

は、その者に対し、10万円以下の過料を科す

る。 

2 前項の過料の額は、情状により、町長が定め

る。 

3 第1項の過料を徴収する場合において発する納

入通知書に指定すべき納期限は、その発付の日か

ら10日以内とする。 

(環境性能割の減免) 

第81条の8 町長は、公益のため直接専用する3輪

以上の軽自動車又は第90条第1項各号に掲げる軽

自動車等(3輪以上のものに限る。)のうち必要と

認めるものに対しては、環境性能割を減免する。 

2 前項の規定による環境性能割の減免を受けるた

めの手続その他必要な事項については、規則で定

める。 

 

(種別割    の税率) (軽自動車税の税率) 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課

する種別割    の税率は、1台について、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課

する軽自動車税の税率は、1台について、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(種別割    の賦課期日及び納期) (軽自動車税の賦課期日及び納期) 

第83条 種別割    の課税期日は、4月1日とす

る。 

第83条 軽自動車税の課税期日は、4月1日とす

る。 

2 種別割    の納期は、5月1日から同月31日まで

とする。 

2 軽自動車税の納期は、5月1日から同月31日まで

とする。 

(種別割    の徴収の方法) (軽自動車税の徴収の方法) 

第85条 種別割    は、普通徴収の方法によつて

徴収する。 

第85条 軽自動車税は、普通徴収の方法によつて

徴収する。 

(種別割    に関する申告又は報告) (軽自動車税に関する申告又は報告) 

第87条 種別割    の納税義務者である軽自動車

等の所有者又は使用者(以下この節において「軽

自動車等の所有者等」という。)は、軽自動車等

の所有者等となつた日から15日以内に、軽自動

車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者にあ

つては施行規則第33号の4の2様式による申告

第87条 軽自動車税の納税義務者である軽自動車

等の所有者又は使用者(以下この節において「軽

自動車等の所有者等」という。)は、軽自動車等

の所有者等となつた日から15日以内に、軽自動

車及び二輪の小型自動車の所有者又は使用者にあ

つては施行規則第33号の4様式  による申告
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書、原動機付自転車及び小型特殊自動車の所有者

又は使用者にあつては施行規則第33号の5様式に

よる申告書並びにその者の住所を証明すべき書類

を町長に提出しなければならない。 

書、原動機付自転車及び小型特殊自動車の所有者

又は使用者にあつては施行規則第33号の5様式に

よる申告書並びにその者の住所を証明すべき書類

を町長に提出しなければならない。 

2 前項の申告書を提出した者は、当該申告事項に

ついて変更があつた場合においては、その事由が

生じた日から15日以内に、当該変更があつた事

項について軽自動車及び二輪の小型自動車の所有

者又は使用者については施行規則第33号の4の2

様式による申告書並びに原動機付自転車及び小型

特殊自動車の所有者又は使用者については施行規

則第33号の5様式による申告書を町長に提出しな

ければならない。ただし、次項の規定により申告

書を提出すべき場合については、この限りでな

い。 

2 前項の申告書を提出した者は、当該申告事項に

ついて変更があつた場合においては、その事由が

生じた日から15日以内に、当該変更があつた事

項について軽自動車及び二輪の小型自動車の所有

者又は使用者については施行規則第33号の4様式

  による申告書並びに原動機付自転車及び小型

特殊自動車の所有者又は使用者については施行規

則第33号の5様式による申告書を町長に提出しな

ければならない。ただし、次項の規定により申告

書を提出すべき場合については、この限りでな

い。 

3 軽自動車等の所有者等でなくなつた者は、軽自

動車等の所有者等でなくなつた日から30日以内

に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は

使用者については施行規則第33号の4の2様式に

よる申告書、原動機付自転車及び小型特殊自動車

の所有者又は使用者については施行規則第34号

様式による申告書を町長に提出しなければならな

い。 

3 軽自動車等の所有者等でなくなつた者は、軽自

動車等の所有者等でなくなつた日から30日以内

に、軽自動車及び二輪の小型自動車の所有者又は

使用者については施行規則第33号の4様式  に

よる申告書、原動機付自転車及び小型特殊自動車

の所有者又は使用者については施行規則第34号

様式よる申告書を町長に提出しなければならな

い。 

4 （略） 4 （略） 

(種別割    に係る不申告等に関する過料) (軽自動車税に係る不申告等に関する過料) 

第88条 （略） 第88条 （略） 

(2) （略）  (2) （略） 

(種別割    の減免) (軽自動車税の減免) 

第89条 町長は、次の各号のいずれかに該当する

軽自動車等のうち必要と認めるものについて、そ

の所有者に対して課する種別割    を減免する。 

第89条 町長は、次の各号のいずれかに該当する

軽自動車等のうち必要と認めるものについて、そ

の所有者に対して課する軽自動車税を減免する。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

2 前項の規定によつて種別割    の減免を受けよ

うとする者は、納期限までに当該軽自動車等につ

いて減免を受けようとする税額及び次の各号に掲

げる事項を記載した申請書に減免を必要とする事

2 前項の規定によつて軽自動車税の減免を受けよ

うとする者は、納期限までに当該軽自動車等につ

いて減免を受けようとする税額及び次の各号に掲

げる事項を記載した申請書に減免を必要とする事
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由を証明する書類を添付し、これを町長に提出し

なければならない。 

由を証明する書類を添付し、これを町長に提出し

なければならない。 

(1)～(8) （略） (1)～(8) （略） 

3 第1項の規定によつて種別割    の減免を受け

た者は、その事由が消滅した場合においては、直

ちにその旨を町長に申告しなければならない。 

3 第1項の規定によつて軽自動車税の減免を受け

た者は、その事由が消滅した場合においては、直

ちにその旨を町長に申告しなければならない。 

(身体障害者に対する種別割    の減免) (身体障害者に対する軽自動車税の減免) 

第90条 町長は、次の各号に掲げる軽自動車等の

うち必要と認めるものに対しては、種別割    を

減免する。 

第90条 町長は、次の各号に掲げる軽自動車等の

うち必要と認めるものに対しては、軽自動車税を

減免する。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

2 前項第1号の規定によつて種別割    の減免を

受けようとする者は、納期限までに、町長に対し

て、身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第1

5条の規定により交付された身体障害者手帳(戦傷

病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第4条の規

定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で、

身体障害者手帳の交付を受けていないものにあつ

ては、戦傷病者手帳とする。以下この項において

「身体障害者手帳」という。)、厚生労働大臣が

定めるところにより交付された療育手帳(以下こ

の項において「療育手帳」という。)又は精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法

律第123号)第45条の規定により交付された精神

障害者保健福祉手帳(以下この項において「精神

障害者保健福祉手帳」という。)及び道路交通法

(昭和35年法律第105号)第92条の規定により交付

された身体障害者若しくは身体障害者等と生計を

一にする者若しくは身体障害者等(身体障害者等

のみで構成される世帯の者に限る。)を常時介護

する者の運転免許証(以下この項において「運転

免許証」という。)又はこれらの者の特定免許情

報(同法第95条の2第2項に規定する特定免許情報

をいう。次項において同じ。)が記録された免許

情報記録個人番号カード(同法第95条の2第4項に

規定する免許情報記録個人番号カードをいう。次

2 前項第1号の規定によつて軽自動車税の減免を

受けようとする者は、納期限までに、町長に対し

て、身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第1

5条の規定により交付された身体障害者手帳(戦傷

病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第4条の規

定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で、

身体障害者手帳の交付を受けていないものにあつ

ては、戦傷病者手帳とする。以下この項において

「身体障害者手帳」という。)、厚生労働大臣が

定めるところにより交付された療育手帳(以下こ

の項において「療育手帳」という。)又は精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法

律第123号)第45条の規定により交付された精神

障害者保健福祉手帳(以下この項において「精神

障害者保健福祉手帳」という。)及び道路交通法

(昭和35年法律第105号)第92条の規定により交付

された身体障害者若しくは身体障害者等と生計を

一にする者若しくは身体障害者等(身体障害者等

のみで構成される世帯の者に限る。)を常時介護

する者の運転免許証(以下この項において「運転

免許証」という。)又はこれらの者の特定免許情

報(同法第95条の2第2項に規定する特定免許情報

をいう。次項において同じ。)が記録された免許

情報記録個人番号カード(同法第95条の2第4項に

規定する免許情報記録個人番号カードをいう。次
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項において同じ。)を提示するとともに、次の各

号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要と

する理由を証明する書類を添付して、提出しなけ

ればならない。 

項において同じ。)を提示するとともに、次の各

号に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要と

する理由を証明する書類を添付して、提出しなけ

ればならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

3 （略） 3 （略） 

4 第1項第2号の規定によつて種別割    の減免を

受けようとする者は、納期限までに町長に対し

て、当該軽自動車等の提示(町長が、当該軽自動

車等の提示に代わると認める書類の提出がある場

合には、当該書類の提出)をするとともに、前条

第2項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出

しなければならない。 

4 第1項第2号の規定によつて軽自動車税の減免を

受けようとする者は、納期限までに町長に対し

て、当該軽自動車等の提示(町長が、当該軽自動

車等の提示に代わると認める書類の提出がある場

合には、当該書類の提出)をするとともに、前条

第2項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出

しなければならない。 

5 前条第3項の規定は、第1項の規定によつて種別

割    の減免を受けている者について準用する。 

5 前条第3項の規定は、第1項の規定によつて軽自

動車税の減免を受けている者について準用する。 

(原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交

付等) 

(原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交

付等) 

第91条 （略） 第91条 （略） 

2 法第445条若しくは第80条第3項ただし書又は第

81条の2の規定によつて種別割    を課すること

のできない原動機付自転車又は小型特殊自動車の

所有者又は使用者は、その主たる定置場が町内に

所在することとなつたときは、その事由が発生し

た日から15日以内に町長に対し標識交付申請書

を提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特

殊自動車の提示をしてその車体に取り付けるべき

標識の交付を受けなければならない。種別割    

に課されるべき原動機付自転車又は小型特殊自動

車が法第445条若しくは第80条第3項ただし書又

は第81条の2の規定によつて種別割    を課され

ないこととなつたときにおける当該原動機付自転

車又は小型特殊自動車の所有者又は使用者につい

ても、また同様とする。 

2 法第445条若しくは第80条第2項ただし書又は第

81条の2の規定によつて軽自動車税を課すること

のできない原動機付自転車又は小型特殊自動車の

所有者又は使用者は、その主たる定置場が町内に

所在することとなつたときは、その事由が発生し

た日から15日以内に町長に対し標識交付申請書

を提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特

殊自動車の提示をしてその車体に取り付けるべき

標識の交付を受けなければならない。軽自動車税

に課されるべき原動機付自転車又は小型特殊自動

車が法第445条若しくは第80条第2項ただし書又

は第81条の2の規定によつて軽自動車税を課され

ないこととなつたときにおける当該原動機付自転

車又は小型特殊自動車の所有者又は使用者につい

ても、また同様とする。 

3～6 （略） 3～6 （略） 

7 第2項の標識及び第3項の証明書の交付を受けた

者は、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の

7 第2項の標識及び第3項の証明書の交付を受けた

者は、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の
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主たる定置場が町内に所在しないこととなつたと

き、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車を所

有し、若しくは使用しないこととなつたとき又は

当該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対して

種別割    が課されることとなつたときは、その

事由が発生した日から15日以内に町長に対し、

その標識及び証明書を返納しなければならない。 

主たる定置場が町内に所在しないこととなつたと

き、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車を所

有し、若しくは使用しないこととなつたとき又は

当該原動機付自転車又は小型特殊自動車に対して

軽自動車税が課されることとなつたときは、その

事由が発生した日から15日以内に町長に対し、

その標識及び証明書を返納しなければならない。 

8及び9 （略） 8及び9 （略） 

附則 

 (個人の町民税の住宅借入金等特別税額控除) 

附則 

第7条の3 平成20年度から平成28年度までの各年

度分の個人の町民税に限り、所得割の納税義務者

が前年分の所得税につき租税特別措置法第41条

又は第41条の2の2の規定の適用を受けた場合(同

法第41条第1項に規定する居住年(次条において

「居住年」という。)が平成11年から平成18年ま

での各年である場合に限る。)においては、法附

則第5条の4第6項に規定するところにより控除す

べき額(第3項において「町民税の住宅借入金等特

別税額控除額」という。)を当該納税義務者の第3

4条の3及び第34条の6の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。 

 

2 前項の規定の適用がある場合における第34条の

7及び第34条の8第1項の規定の適用については、

第34条の7中「前2条」とあるのは「前2条並びに

附則第7条の3第1項」と、同項中「前3条」とあ

るのは「前3条並びに附則第7条の3第1項」とす

る。 

 

3 第1項の規定は、町民税の所得割の納税義務者

が、当該年度の初日の属する年の3月15日まで

に、施行規則で定めるところにより、同項の規定

の適用を受けようとする旨及び町民税の住宅借入

金等特別税額控除額の控除に関する事項を記載し

た町民税住宅借入金等特別税額控除申告書(その

提出期限後において町民税の納税通知書が送達さ

れる時までに提出されたものを含む。)を、町長
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に提出した場合(法附則第5条の4第9項の規定によ

り税務署長を経由して提出した場合を含む。)に

限り、適用する。 

 (個人の町民税の住宅借入金等特別税額控除) 

第7条の3の2 平成22年度から令和20年度までの各

年度分の個人の町民税に限り、所得割の納税義務

者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41

条又は第41条の2の2の規定の適用を受けた場合

(居住年が平成11年から平成18年まで又は平成21

年から令和7年までの各年である場合に限る。)に

おいて、前条第1項の規定の適用を受けないとき

は、法附則第5条の4の2第5項(同条第7項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。)に規

定するところにより控除すべき額を、当該納税義

務者の第34条の3及び第34条の5の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除する。 

第7条の3   平成22年度から令和20年度までの各

年度分の個人の町民税に限り、所得割の納税義務

者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41

条又は第41条の2の2の規定の適用を受けた場合

(同法第41条第1項に規定する住居年が 平成21

年から令和7年までの各年である場合に限る。)に

は                     

 、法附則第5条の4第5項  (同条第7項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。)に規

定するところにより控除すべき額を、当該納税義

務者の第34条の3及び第34条の5の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除する。 

2 前項の規定の適用がある場合における第34条の

7及び第34条の8第1項の規定の適用については、

第34条の7中「前2条」とあるのは「前2条並びに

附則第7条の3の2第1項」と、第34条の8第1項中

「前3条」とあるのは「前3条並びに附則第7条の

3の2第1項」とする。 

2 前項の規定の適用がある場合における第34条の

7及び第34条の8第1項の規定の適用については、

第34条の7中「前2条」とあるのは「前2条並びに

附則第7条の3第1項  」と、第34条の8第1項中

「前3条」とあるのは「前3条並びに附則第7条の

3第1項  」とする。 

(肉用牛の売却による事業所得に係る町民税の課

税の特例) 

(肉用牛の売却による事業所得に係る町民税の課

税の特例) 

第8条 昭和57年度から令和9年度までの各年度分

の個人の町民税に限り、法附則第6条第4項に規

定する場合において、第36条の2第1項の規定に

よる申告書(その提出期限後において町民税の納

税通知書が送達される時までに提出されたもの及

びその時までに提出された第36条の3第1項の確

定申告書を含む。次項において同じ。)に肉用牛

の売却に係る租税特別措置法第25条第1項に規定

する事業所得の明細に関する事項の記載があると

き(これらの申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると町長が認めるときを

含む。次項において同じ。)は、当該事業所得に

第8条 昭和57年度から令和12年度までの各年度分

の個人の町民税に限り、法附則第6条第4項に規

定する場合において、第36条の2第1項の規定に

よる申告書(その提出期限後において町民税の納

税通知書が送達される時までに提出されたもの及

びその時までに提出された第36条の3第1項の確

定申告書を含む。次項において同じ。)に肉用牛

の売却に係る租税特別措置法第25条第1項に規定

する事業所得の明細に関する事項の記載があると

き(これらの申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると町長が認めるときを

含む。次項において同じ。)は、当該事業所得に
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係る町民税の所得割の額を免除する。 係る町民税の所得割の額を免除する。 

2 前項に規定する各年度分の個人の町民税に限

り、法附則第6条第5項に規定する場合におい

て、第36条の2第1項の規定による申告書に肉用

牛の売却に係る租税特別措置法第25条第2項第2

号に規定する事業所得の明細に関する事項の記載

があるときは、その者の前年の総所得金額に係る

町民税の所得割の額は、第33条から第34条の3ま

で、第34条の5から第34条の7まで、附則第7条第

1項、附則第7条の3第1項、附則第7条の3の2第1

項及び附則第7条の4の規定にかかわらず、法附

則第6条第5項各号に掲げる金額の合計額とする

ことができる。 

2 前項に規定する各年度分の個人の町民税に限

り、法附則第6条第5項に規定する場合におい

て、第36条の2第1項の規定による申告書に肉用

牛の売却に係る租税特別措置法第25条第2項第2

号に規定する事業所得の明細に関する事項の記載

があるときは、その者の前年の総所得金額に係る

町民税の所得割の額は、第33条から第34条の3ま

で、第34条の5から第34条の7まで、附則第7条第

1項、附則第7条の3第1項          

 及び附則第7条の4の規定にかかわらず、法附

則第6条第5項各号に掲げる金額の合計額とする

ことができる。 

3  （略） 3 （略）  

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) (法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) 

第10条の2 （略）  第10条の2 （略） 

2 （略）  2 （略）  

3 法附則第15条第14項に規定する町の条例で定め

る割合は5分の3(都市再生特別措置法(平成14年法

律第22号)第2条第5項に規定する特定都市再生緊

急整備地域における法附則第15条第14項に規定

する町の条例で定める割合は2分の1)とする。 

3 法附則第15条第13項に規定する町の条例で定め

る割合は5分の3(都市再生特別措置法(平成14年法

律第22号)第2条第5項に規定する特定都市再生緊

急整備地域における法附則第15条第13項に規定

する町の条例で定める割合は2分の1)とする。 

4 法附則第15条第21項に規定する町の条例で定め

る割合は2分の1とする。 

4 法附則第15条第20項に規定する町の条例で定め

る割合は2分の1とする。 

5 法附則第15条第22項第1号に規定する町の条例

で定める割合は3分の2とする。 

5 法附則第15条第21項第1号に規定する町の条例

で定める割合は3分の2とする。 

6 法附則第15条第22項第2号に規定する町の条例

で定める割合は2分の1とする。 

6 法附則第15条第21項第2号に規定する町の条例

で定める割合は2分の1とする。 

7 法附則第15条第22項第3号に規定する町の条例

で定める割合は2分の1とする。 

7 法附則第15条第21項第3号に規定する町の条例

で定める割合は2分の1とする。 

8 法附則第15条第23項第1号に規定する町の条例

で定める割合は3分の2とする。 

8 法附則第15条第22項第1号に規定する町の条例

で定める割合は3分の2とする。 

9 法附則第15条第23項第2号に規定する町の条例

で定める割合は2分の1とする。 

9 法附則第15条第22項第2号に規定する町の条例

で定める割合は2分の1とする。 

10 法附則第15条第25項第1号イに規定する設備に 10 法附則第15条第24項第1号イに規定する設備に
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ついて同号に規定する町の条例で定める割合は3

分の2とする。 

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は3

分の2とする。 

11 法附則第15条第25項第1号ロに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は3

分の2とする。 

11 法附則第15条第24項第1号ロに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は3

分の2とする。 

12 法附則第15条第25項第1号ハに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は3

分の2とする。 

12 法附則第15条第24項第1号ハに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は3

分の2とする。 

13 法附則第15条第25項第1号ニに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は3

分の2とする。 

13 法附則第15条第24項第1号ニに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は3

分の2とする。 

14 法附則第15条第25項第2号に規定する設備につ

いて同号に規定する町の条例で定める割合は7分

の6とする。 

14 法附則第15条第24項第2号に規定する設備につ

いて同号に規定する町の条例で定める割合は7分

の6とする。 

15 法附則第15条第25項第3号イに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は4

分の3とする。 

15 法附則第15条第24項第3号イに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は4

分の3とする。 

16 法附則第15条第25項第3号ロに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は4

分の3とする。 

16 法附則第15条第24項第3号ロに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は4

分の3とする。 

17 法附則第15条第25項第3号ハに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は1

2分の7とする。 

17 法附則第15条第24項第4号 に規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は1

2分の7とする。 

18 法附則第15条第25項第4号イに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は2

分の1とする。 

 

19 法附則第15条第25項第4号ロに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は2

分の1とする。 

 

20 法附則第15条第25項第4号ハに規定する設備に

ついて同号に規定する町の条例で定める割合は2

分の1とする。 

 

21 法附則第15条第28項に規定する町の条例で定

める割合は3分の2とする。 

18 法附則第15条第27項に規定する町の条例で定

める割合は3分の2とする。 

22 法附則第15条第32項に規定する町の条例で定 19 法附則第15条第31項に規定する町の条例で定
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める割合は3分の2とする。 める割合は3分の2とする。 

23 法附則第15条第36項に規定する町の条例で定

める割合は2分の1とする。 

20 法附則第15条第35項に規定する町の条例で定

める割合は2分の1とする。 

24 法附則第15条第37項に規定する町の条例で定

める割合は2分の1とする。 

21 法附則第15条第36項に規定する町の条例で定

める割合は2分の1とする。 

25 法附則第15条第40項に規定する町の条例で定

める割合は6分の1とする。 

22 法附則第15条第39項に規定する町の条例で定

める割合は6分の1とする。 

26 法附則第15条第41項に規定する町の条例で定

める割合は3分の2とする。 

23 法附則第15条第40項に規定する町の条例で定

める割合は3分の2とする。 

27及び28 （略）  24及び25 （略）  

 26 法附則第15条の11第1項に規定する町の条例で

定める割合は3分の1とする。 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告) 

第10条の3  （略） 第10条の3  （略） 

2～6 （略） 2～6 （略） 

7 法附則第15条の9第1項の耐震基準適合住宅につ

いて、同項の規定の適用を受けようとする者は、

当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した

日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に当該耐震改修に要した費用を証する書類及

び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第19項

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付

して町長に提出しなければならない。 

7 法附則第15条の9第1項の耐震基準適合住宅につ

いて、同項の規定の適用を受けようとする者は、

当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した

日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に当該耐震改修に要した費用を証する書類及

び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第20項

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付

して町長に提出しなければならない。 

(1)～(6) （略）  (1)～(6) （略） 

8 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改修住宅

又は同条第5項の高齢者等居住改修専有部分につ

いて、これらの規定の適用を受けようとする者

は、同条第4項に規定する居住安全改修工事が完

了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第7条第9項各号に掲

げる書類を添付して町長に提出しなければならな

い。 

8 法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改修住宅

又は同条第5項の高齢者等居住改修専有部分につ

いて、これらの規定の適用を受けようとする者

は、同条第4項に規定する居住安全改修工事が完

了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第7条第9項各号に掲

げる書類を添付して町長に提出しなければならな

い。 

(1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

(4) 令附則第12条第23項に掲げる者に該当する (4) 令附則第12条第24項に掲げる者に該当する
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者の住所、氏名及び当該者が同項各号のいずれに

該当するかの別 

者の住所、氏名及び当該者が同項各号のいずれに

該当するかの別 

(5) （略）  (5) （略） 

(6) 居住安全改修工事に要した費用並びに令附

則第12条第24項に規定する補助金等、居宅介護

住宅改修費及び介護予防住宅改修費 

(6) 居住安全改修工事に要した費用並びに令附

則第12条第25項に規定する補助金等、居宅介護

住宅改修費及び介護予防住宅改修費 

(7)  （略） (7)  （略） 

9 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修等住宅

又は同条第10項の熱損失防止改修等専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする者

は、同条第9項に規定する熱損失防止改修工事等

が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第7条第10項各号

に掲げる書類を添付して町長に提出しなければな

らない。 

9 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修等住宅

又は同条第10項の熱損失防止改修等専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする者

は、同条第9項に規定する熱損失防止改修工事等

が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第7条第10項各号

に掲げる書類を添付して町長に提出しなければな

らない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令

附則第12条第31項に規定する補助金等 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令

附則第12条第32項に規定する補助金等 

(6) （略） (6)  （略） 

10  （略） 10  （略） 

11 法附則第15条の9の2第4項に規定する特定熱損

失防止改修等住宅又は同条第5項に規定する特定

熱損失防止改修等住宅専有部分について、これら

の規定の適用を受けようとする者は、法附則第1

5条の9第9項に規定する熱損失防止改修工事等が

完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第7条第12項各号に

掲げる書類を添付して町長に提出しなければなら

ない。 

11 法附則第15条の9の2第4項に規定する特定熱損

失防止改修等住宅又は同条第5項に規定する特定

熱損失防止改修等住宅専有部分について、これら

の規定の適用を受けようとする者は、法附則第1

5条の9第9項に規定する熱損失防止改修工事等が

完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第7条第12項各号に

掲げる書類を添付して町長に提出しなければなら

ない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令

附則第12条第31項に規定する補助金等 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令

附則第12条第32項に規定する補助金等 

(6)  （略） (6) （略）  

12～13 （略） 12～13 （略） 

14 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋に 14 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋に
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ついて、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第7条第18項に規定する

補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐

震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123号)

第7条又は附則第3条第1項の規定による報告の写

し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第1

9項に規定する基準を満たすことを証する書類を

添付して町長に提出しなければならない。 

ついて、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第7条第18項に規定する

補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐

震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123号)

第7条又は附則第3条第1項の規定による報告の写

し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第2

0項に規定する基準を満たすことを証する書類を

添付して町長に提出しなければならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

15 法附則第15条の11第1項の改修実演芸術公演施

設について、同項の規定の適用を受けようとする

者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完

了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行規則(平成18年国土交通

省令第110号)第10条第2項に規定する通知書の写

し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する

法律(平成24年法律第49号)第2条第2項に規定する

実演芸術の公演の用に供する施設である    

                      

                      

 旨を証する書類を添付して町長に提出しなけれ

ばならない。 

15 法附則第15条の11第1項の改修特別特定建築物

 について、同項の規定の適用を受けようとする

者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完

了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第7条の2第1項に規定

する補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律（平成18年法律第91号）第14条第1項に規定す

る建築物移動等円滑化基準（同条第3項の条例で

付加した事項を含む。）又は同法第17条第3項第

1号に規定する同法第2条第20号に規定する建築

物特定施設の構造及び配置に関する基準に適合す

る旨を証する書類を添付して町長に提出しなけれ

ばならない。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

(3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令(平成18年政令第37

9号)第5条第3号に規定する劇場若しくは演芸場

又は同条第4号に規定する集会場若しくは公会

堂のいずれに該当するかの別        

                     

          

(3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令(平成18年政令第37

9号)第5条各号に掲げる特別特定建築物（高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律第14条第3項の条例で定める同法第2条第1

8号に規定する特定建築物を含む。）のいずれ

に該当するかの別 

4～6 （略） 4～6 （略） 

(軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例)  

第15条の2 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収  
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は、当分の間、第1章第2節の規定にかかわら

ず、県が、自動車税の環境性能割の賦課徴収の例

により、行うものとする。 

2 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽

自動車税の環境性能割の賦課徴収に関し、3輪以

上の軽自動車が法第446条第1項(同条第2項又は

第3項において準用する場合を含む。)又は法第45

1条第1項若しくは第2項(これらの規定を同条第4

項又は第5項において準用する場合を含む。)の適

用を受ける3輪以上の軽自動車に該当するかどう

かの判断をするときは、国土交通大臣の認定等

(法附則第29条の9第3項に規定する国土交通大臣

の認定等をいう。次項において同じ。)に基づき

当該判断をするものとする。 

 

3 県知事は、当分の間、第1項の規定により賦課

徴収を行う軽自動車税の環境性能割につき、その

納付すべき額について不足額があることを附則第

15条の4の規定により読み替えられた第81条の6

第1項の納期限(納期限の延長があつたときは、そ

の延長された納期限)後において知つた場合にお

いて、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の

認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段

(当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直

接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段

を含む。)により国土交通大臣の認定等を受けた

ことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大

臣の認定等を取り消したことによるものであると

きは、当該申請をした者又はその一般承継人を当

該不足額に係る3輪以上の軽自動車について法附

則第29条の11の規定によりその例によることと

された法第161条第1項に規定する申告書を提出

すべき当該3輪以上の軽自動車の取得者とみなし

て、軽自動車税の環境性能割に関する規定を適用

する。 

3 県知事は、当分の間、第1項の規定により賦課

徴当該3輪以上の軽自動車の取得者とみなして、

軽自動車税の環境性能割に関する規定を適用す

る。 

4 前項の規定の適用がある場合における納付すべ

き軽自動車税の環境性能割の額は、同項の不足額

に、これに100分の35の割合を乗じて計算した金

 

-25-



 

額を加算した金額とする。 

(軽自動車税の環境性能割の減免の特例)  

第15条の3 町長は、当分の間、第81条の8の規定

にかかわらず、三重県県税条例第137条の3の規

定により三重県知事が自動車税の環境性能割を減

免する自動車に相当する3輪以上の軽自動車に対

しては、軽自動車税の環境性能割を減免する。 

 

(軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例)  

第15条の4 第81条の6の規定による申告納付につ

いては、当分の間、同条中「町長」とあるのは、

「県知事」とする。 

 

(軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交

付) 

 

第15条の5 町は、県が軽自動車税の環境性能割の

賦課徴収に関する事務を行うために要する費用を

補償するため、法附則第29条の16第1項に掲げる

金額の合計額を、徴収取扱費として県に交付す

る。 

 

(軽自動車税の環境性能割の税率の特例)  

第15条の6 営業用の3輪以上の軽自動車に対する

第81条の4の規定の適用については、当分の間、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

 

第1号 100分の1 100分の0.5 

第2号 100分の2 100分の1 

第3号 100分の3 100分の2 
 

 

2 自家用の3輪以上の軽自動車に対する第81条の4

(第3号に係る部分に限る。)の規定の適用につい

ては、当分の間、同号中「100分の3」とあるの

は、「100分の2」とする。 

 

(軽自動車税の種別割の税率の特例) (軽自動車税    の税率の特例) 

第16条 法附則第30条第1項に規定する3輪以上の

軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第444

条第3項に規定する        車両番号の

第16条 法附則第30条第1項に規定する3輪以上の

軽自動車に対する当該軽自動車が最初の道路運送

車両法第60条第1項後段の規定による車両番号の
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指定(次項から第4項までにおいて「初回車両番号

指定」という。)を受けた月から起算して14年を

経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車

税の種別割に係る第82条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

指定(次項及び第3項  において「初回車両番号

指定」という。)を受けた月から起算して14年を

経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車

税    に係る第82条の規定の適用について

は、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

（略）2) 3,900円 4,600円

第2号ア(3)(i) 6,900円 8,200円

10,800円 12,900円

第2号ア(3)(ii) 3,800円 4,500円

5,000円 6,000円
 

（略） 3,900円 4,600円

第2号ア(3)(i) 6,900円 8,200円

10,800円 12,900円

第2号ア(3)(ii) 3,800円 4,500円

5,000円 6,000円
 

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲げる3輪

以上の軽自動車に対する第82条の規定の適用に

ついては、当該軽自動車が令和4年4月1日から令

和8年3月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた日

の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に

限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲げる3輪

以上の軽自動車に対する第82条の規定の適用に

ついては、当該軽自動車が令和7年4月1日から令

和10年3月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた日

の属する年度の翌年度分の軽自動車税    に

限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

第（略） 3,900円 1,000円

第2号ア(3)(i) 6,900円 1,800円

10,800円 2,700円

第2号ア(3)(ii) 3,800円 1,000円

5,000円 1,300円
 

第（略） 3,900円 1,000円

第2号ア(3)(i) 6,900円 1,800円

10,800円 2,700円

第2号ア(3)(ii) 3,800円 1,000円

5,000円 1,300円
 

3 法附則第30条第3項の規定の適用を受ける3輪以

上の法第446条第1項第3号に規定するガソリン軽

自動車(以下この項及び次項において「ガソリン

軽自動車」という。)(営業用の乗用のものに限

る。)に対する第82条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が令和4年4月1日から令和

8年3月31日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の

属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限

り、同条第2号ア(2)中「3,900円」とあるのは

3 法附則第30条第3項の規定の適用を受ける3輪以

上の同項        に規定するガソリン軽

自動車(以下この項    において「ガソリン

軽自動車」という。)(営業用の乗用のものに限

る。)に対する第82条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が令和7年4月1日から令和

8年3月31日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には、令和8年度分          

          の軽自動車税    に限

り、同条第2号ア(2)中「3,900円」とあるのは
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「2,000円」と、同号ア(3)(i)中「6,900円」とあ

るのは「3,500円」とする。 

「2,000円」と、同号ア(3)(i)中「6,900円」とあ

るのは「3,500円」とする。 

4 法附則第30条第4項の規定の適用を受ける3輪以

上のガソリン軽自動車(前項の規定の適用を受け

るものを除き、営業用の乗用のものに限る。)に

対する第82条の規定の適用については、当該ガ

ソリン軽自動車が令和4年4月1日から令和7年3月

31日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には、当該初回車両番号指定を受けた日の属する

年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同

条第2号ア(2)中「3,900円」とあるのは「3,000

円」と、同号ア(3)(i)中「6,900円」とあるのは

「5,200円」とする。 

 

(軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) (軽自動車税    の賦課徴収の特例) 

第16条の2 町長は、軽自動車税の種別割の賦課徴

収に関し、3輪以上の軽自動車が前条第2項から

第4項までの規定の適用を受ける3輪以上の軽自

動車に該当するかどうかの判断をするときは、国

土交通大臣の認定等(法附則第30条の2第1項に規

定する国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。)に基づき当該判断をするものとする。 

第16条の2 町長は、軽自動車税    の賦課徴

収に関し、3輪以上の軽自動車が前条第2項又は

第3項  の規定の適用を受ける3輪以上の軽自

動車に該当するかどうかの判断をするときは、国

土交通大臣の認定等(法附則第30条の2第1項に規

定する国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。)に基づき当該判断をするものとする。 

2 町長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額に

ついて不足額があることを第83条第2項の納期限

(納期限の延長があつたときは、その延長された

納期限)後において知つた場合において、当該事

実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請

をした者が偽りその他不正の手段(当該申請をし

た者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提

供した者の偽りその他不正の手段を含む。)によ

り国土交通大臣の認定等を受けたことを事由とし

て国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取

り消したことによるものであるときは、当該申請

をした者又はその一般承継人を賦課期日現在にお

ける当該不足額に係る3輪以上の軽自動車の所有

者とみなして、軽自動車税の種別割に関する規定

(第87条及び第88条の規定を除く。)を適用する。 

2 町長は、納付すべき軽自動車税    の額に

ついて不足額があることを第83条第2項の納期限

(納期限の延長があつたときは、その延長された

納期限)後において知つた場合において、当該事

実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請

をした者が偽りその他不正の手段(当該申請をし

た者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提

供した者の偽りその他不正の手段を含む。)によ

り国土交通大臣の認定等を受けたことを事由とし

て国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取

り消したことによるものであるときは、当該申請

をした者又はその一般承継人を賦課期日現在にお

ける当該不足額に係る3輪以上の軽自動車の所有

者とみなして、軽自動車税    に関する規定

(第87条及び第88条の規定を除く。)を適用する。 
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3 前項の規定の適用がある場合における納付すべ

き軽自動車税の種別割の額は、同項の不足額に、

これに100分の35の割合を乗じて計算した金額を

加算した金額とする。 

3 前項の規定の適用がある場合における納付すべ

き軽自動車税    の額は、同項の不足額に、

これに100分の35の割合を乗じて計算した金額を

加算した金額とする。 

(上場株式等に係る配当所得等に係る町民税の課

税の特例) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る町民税の課

税の特例) 

第16条の3  （略） 第16条の3  （略） 

2  （略） 2 （略）  

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

(1)  （略） (1)  （略） 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項、附則第7条の3第1項

及び附則第7条の3の2第1項の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第16条の3第1項の規

定による町民税の所得割の額」と、第34条の6

第1項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附

則第7条第1項、附則第7条の3第1項及び附則第

7条の3の2第1項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第16条の3第1項の規

定による町民税の所得割の額」と、第34条の6

第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第16条の3第1項の規定による

町民税の所得割の額の合計額」とする。 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項及び附則第7条の3第1

項            の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第16条の3第1項の規

定による町民税の所得割の額」と、第34条の6

第1項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附

則第7条第1項及び附則第7条の3第1項    

       中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第16条の3第1項の規

定による町民税の所得割の額」と、第34条の6

第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第16条の3第1項の規定による

町民税の所得割の額の合計額」とする。 

3～5 （略） 3～5 （略） 

(土地の譲渡等に係る事業所得に係る町民税の課

税の特例) 

(土地の譲渡等に係る事業所得に係る町民税の課

税の特例) 

第16条の4  （略） 第16条の4 （略）  

2 （略） 2  （略） 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

(1)  （略） (1)  （略） 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項、附則第7条の3第1項

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項及び附則第7条の3第1
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及び附則第7条の3の2第1項の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第16条の4第1項の規

定による町民税の所得割の額」と、第34条の6

第1項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附

則第7条第1項、附則第7条の3第1項及び附則第

7条の3の2第1項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第16条の4第1項の規

定による町民税の所得割の額」と、第34条の6

第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第16条の4第1項の規定による

町民税の所得割の額の合計額」とする。 

項             の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第16条の4第1項の規

定による町民税の所得割の額」と、第34条の6

第1項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附

則第7条第1項及び附則第7条の3第1項    

       中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第16条の4第1項の規

定による町民税の所得割の額」と、第34条の6

第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額及び附則第16条の4第1項の規定による

町民税の所得割の額の合計額」とする。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

4 （略） 4 （略）  

(長期譲渡所得に係る個人の町民税の課税の特例) (長期譲渡所得に係る個人の町民税の課税の特例) 

第17条 （略） 第17条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

3 第1項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

(1)  （略） (1) （略）  

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項、附則第7条の3第1項

及び附則第7条の3の2第1項の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第17条第1項の規定に

よる町民税の所得割の額」と、第34条の6第1

項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附則第

7条第1項、附則第7条の3第1項及び附則第7条

の3の2第1項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第17条第1項の規定による

町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及

び附則第17条第1項の規定による町民税の所得

割の額の合計額」とする。 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項及び附則第7条の3第1

項            の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第17条第1項の規定に

よる町民税の所得割の額」と、第34条の6第1

項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附則第

7条第1項及び附則第7条の3第1項      

      中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第17条第1項の規定による

町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及

び附則第17条第1項の規定による町民税の所得

割の額の合計額」とする。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した (優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した
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場合の長期譲渡所得に係る町民税の課税の特例) 場合の長期譲渡所得に係る町民税の課税の特例) 

第17条の2 昭和63年度から令和8年度 までの各年

度分の個人の町民税に限り、所得割の納税義務者

が前年中に前条第1項に規定する譲渡所得の基因

となる土地等(租税特別措置法第31条第1項に規定

する土地等をいう。以下この条において同じ。)

の譲渡(同項に規定する譲渡をいう。以下この条

において同じ。)をした場合において、当該譲渡

が優良住宅地等のための譲渡(法附則第34条の2第

1項に規定する優良住宅地等のための譲渡をい

う。)に該当するときにおける前条第1項に規定す

る譲渡所得(次条の規定の適用を受ける譲渡所得

を除く。次項において同じ。)に係る課税長期譲

渡所得金額に対して課する町民税の所得割の額

は、前条第1項の規定にかかわらず、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める金額

に相当する額とする。 

第17条の2 昭和63年度から令和11年度までの各年

度分の個人の町民税に限り、所得割の納税義務者

が前年中に前条第1項に規定する譲渡所得の基因

となる土地等(租税特別措置法第31条第1項に規定

する土地等をいう。以下この条において同じ。)

の譲渡(同項に規定する譲渡をいう。以下この条

において同じ。)をした場合において、当該譲渡

が優良住宅地等のための譲渡(法附則第34条の2第

1項に規定する優良住宅地等のための譲渡をい

う。)に該当するときにおける前条第1項に規定す

る譲渡所得(次条の規定の適用を受ける譲渡所得

を除く。次項において同じ。)に係る課税長期譲

渡所得金額に対して課する町民税の所得割の額

は、前条第1項の規定にかかわらず、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める金額

に相当する額とする。 

(1)及び(2) （略） (1)及び(2) （略） 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和8年度 まで

の各年度分の個人の町民税に限り、所得割の納税

義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡所得

の基因となる土地等の譲渡をした場合において、

当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡

(法附則第34条の2第5項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この項にお

いて同じ。)に該当するときにおける前条第1項に

規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に

対して課する町民税の所得割について準用する。

この場合において、当該譲渡が法附則第34条の2

第10項の規定に該当することとなるときは、当

該譲渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡で

はなかつたものとみなす。 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和11年度まで

の各年度分の個人の町民税に限り、所得割の納税

義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡所得

の基因となる土地等の譲渡をした場合において、

当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡

(法附則第34条の2第5項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この項にお

いて同じ。)に該当するときにおける前条第1項に

規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に

対して課する町民税の所得割について準用する。

この場合において、当該譲渡が法附則第34条の2

第10項の規定に該当することとなるときは、当

該譲渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡で

はなかつたものとみなす。 

3 （略）  3 （略）  

(短期譲渡所得に係る個人の町民税の課税の特例) (短期譲渡所得に係る個人の町民税の課税の特例) 

第18条 （略） 第18条 （略） 

2～4 （略） 2～4 （略） 
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5 第1項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

5 第1項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

(1)  （略） (1) （略）  

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項、附則第7条の3第1項

及び附則第7条の3の2第1項の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第18条第1項の規定に

よる町民税の所得割の額」と、第34条の6第1

項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附則第

7条第1項、附則第7条の3第1項及び附則第7条

の3の2第1項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第18条第1項の規定による

町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及

び附則第18条第1項の規定による町民税の所得

割の額の合計額」とする。 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項及び附則第7条の3第1

項                       の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第18条第1項の規定に

よる町民税の所得割の額」と、第34条の6第1

項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附則第

7条第1項及び附則第7条の3第1項      

      中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第18条第1項の規定による

町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及

び附則第18条第1項の規定による町民税の所得

割の額の合計額」とする。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の町民

税の課税の特例) 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の町民

税の課税の特例) 

第19条 （略） 第19条 （略） 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定め

るところによる。 

(1)  （略） (1) （略）  

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項、附則第7条の3第1項

及び附則第7条の3の2第1項の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第19条第1項の規定に

よる町民税の所得割の額」と、第34条の6第1

項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附則第

7条第1項、附則第7条の3第1項及び附則第7条

の3の2第1項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第19条第1項の規定による

町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項及び附則第7条の3第1

項                       の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第19条第1項の規定に

よる町民税の所得割の額」と、第34条の6第1

項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附則第

7条第1項及び附則第7条の3第1項             

           中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第19条第1項の規定による

町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及
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び附則第19条第1項の規定による町民税の所得

割の額の合計額」とする。 

び附則第19条第1項の規定による町民税の所得

割の額の合計額」とする。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

(先物取引に係る雑所得等に係る個人の町民税の

課税の特例) 

(先物取引に係る雑所得等に係る個人の町民税の

課税の特例) 

第20条 （略） 第20条 （略） 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 

(1)  （略） (1)  （略）  

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項、附則第7条の3第1項

及び附則第7条の3の2第1項の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第20条第1項の規定に

よる町民税の所得割の額」と、第34条の6第1

項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附則第

7条第1項、附則第7条の3第1項及び附則第7条

の3の2第1項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第20条第1項の規定による

町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及

び附則第20条第1項の規定による町民税の所得

割の額の合計額」とする。 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項、附則第7条第1項及び附則第7条の3第1

項                       の規定の適用につ

いては、第34条の5中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額及び附則第20条第1項の規定に

よる町民税の所得割の額」と、第34条の6第1

項前段、第34条の7、第34条の8第1項、附則第

7条第1項及び附則第7条の3第1項      

      中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第20条第1項の規定による

町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及

び附則第20条第1項の規定による町民税の所得

割の額の合計額」とする。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人

の町民税の課税の特例) 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人

の町民税の課税の特例) 

第20条の2 （略） 第20条の2 （略） 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 

(1)  （略）  (1)  （略）  

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項並びに附則第7条第1項、第7条の3第1項

及び第7条の3の2第1項の規定の適用について

は、第34条の5中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の2第1項の規定

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項並びに附則第7条第1項及び第7条の3第1

項         の規定の適用について

は、第34条の5中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の2第1項の規定
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による町民税の所得割の額」と、第34条の6第

1項前段、第34条の7、第34条の8第1項並びに

附則第7条第1項、第7条の3第1項及び第7条の3

の2第1項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第20条の2第1項の規定によ

る町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項

後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第20条の2第1項の規定による町民税

の所得割の額の合計額」とする。 

による町民税の所得割の額」と、第34条の6第

1項前段、第34条の7、第34条の8第1項並びに

附則第7条第1項及び第7条の3第1項           

         中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第20条の2第1項の規定によ

る町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項

後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第20条の2第1項の規定による町民税

の所得割の額の合計額」とする。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

3及び4 （略） 3及び4 （略） 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1)  （略） (1) （略）  

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項並びに附則第7条第1項、第7条の3第1項

及び第7条の3の2第1項の規定の適用について

は、第34条の5中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の2第3項後段の

規定による町民税の所得割の額」と、第34条

の6第1項前段、第34条の7、第34条の8第1項並

びに附則第7条第1項、第7条の3第1項及び第7

条の3の2第1項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第20条の2第3項後段

の規定による町民税の所得割の額」と、第34

条の6第1項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の2第3項後段の

規定による町民税の所得割の額の合計額」とす

る。 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項並びに附則第7条第1項及び第7条の3第1

項          の規定の適用について

は、第34条の5中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の2第3項後段の

規定による町民税の所得割の額」と、第34条

の6第1項前段、第34条の7、第34条の8第1項並

びに附則第7条第1項及び第7条の3第1項       

             中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第20条の2第3項後段

の規定による町民税の所得割の額」と、第34

条の6第1項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の2第3項後段の

規定による町民税の所得割の額の合計額」とす

る。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人

の町民税の課税の特例) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人

の町民税の課税の特例) 

第20条の3 （略） 第20条の3 （略） 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 

(1) （略） (1) （略）  

-34-



 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項並びに附則第7条第1項、第7条の3第1項

及び第7条の3の2第1項の規定の適用について

は、第34条の5中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の3第1項の規定

による町民税の所得割の額」と、第34条の6第

1項前段、第34条の7、第34条の8第1項並びに

附則第7条第1項、第7条の3第1項及び第7条の3

の2第1項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第20条の3第1項の規定によ

る町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項

後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第20条の3第1項の規定による町民税

の所得割の額の合計額」とする。 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項並びに附則第7条第1項及び第7条の3第1

項          の規定の適用について

は、第34条の5中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の3第1項の規定

による町民税の所得割の額」と、第34条の6第

1項前段、第34条の7、第34条の8第1項並びに

附則第7条第1項及び第7条の3第1項           

        中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第20条の3第1項の規定によ

る町民税の所得割の額」と、第34条の6第1項

後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

及び附則第20条の3第1項の規定による町民税

の所得割の額の合計額」とする。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

3及び4 （略） 3及び4 （略） 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 

(1) （略）  (1) （略）  

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項並びに附則第7条第1項、第7条の3第1項

及び第7条の3の2第1項の規定の適用について

は、第34条の5中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の3第3項後段の

規定による町民税の所得割の額」と、第34条

の6第1項前段、第34条の7、第34条の8第1項並

びに附則第7条第1項、第7条の3第1項及び第7

条の3の2第1項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第20条の3第3項後段

の規定による町民税の所得割の額」と、第34

条の6第1項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の3第3項後段の

規定による町民税の所得割の額の合計額」とす

る。 

(2) 第34条の5から第34条の7まで、第34条の8

第1項並びに附則第7条第1項及び第7条の3第1

項          の規定の適用について

は、第34条の5中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の3第3項後段の

規定による町民税の所得割の額」と、第34条

の6第1項前段、第34条の7、第34条の8第1項並

びに附則第7条第1項及び第7条の3第1項   

       中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第20条の3第3項後段

の規定による町民税の所得割の額」と、第34

条の6第1項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第20条の3第3項後段の

規定による町民税の所得割の額の合計額」とす

る。 

(3)～(5) （略） (3)～(5) （略） 

6 （略） 6 （略）  
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附 則 

（施行期日） 

第1条 この条例は、令和8年4月1日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第2条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の東員町町税条例（以下「新条例」と

いう。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和8年度以後の年度分の固定資産税について適用

し、令和7年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

2 令和6年4月1日から令和8年3月31日までの間に新たに取得された地方税法等の一部を改正する法

律（令和8年法律第2号）第1条の規定による改正前の地方税法（昭和25年法律第226号。次項にお

いて「旧法」という。）附則第15条第25項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して

課する固定資産税については、なお従前の例による。 

3 平成30年4月1日から令和8年3月31日までの間に旧法附則第15条の11第1項に規定する利便性等向

上改修工事が行われた同項に規定する改修実演芸術公演施設に対して課する固定資産税について  

は、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第3条 新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、令和8年度以後の年度分の軽自動車税について

適用する。 

2 この条例の施行の日前の3輪以上の軽自動車の取得に対して課する軽自動車税の環境性能割につ

いては、なお従前の例による。 

3 令和7年度以前の年度分の軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 
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議案第３８号 

   東員第一中学校建設事業請負契約の変更契約について 

 

 令和６年３月東員町議会定例会で議決された東員第一中学校建設事業請

負契約について、その一部を変更するため、議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、議会の議決を求

める。 

 

                令和８年 ６月 １日提出      

                令和８年 ６月  日 

                   東員町長  水 谷 俊 郎 

  

  

１ 契 約 の 目 的  東員第一中学校建設事業 

２ 契 約 金 額  変更前：金６，０１７，０００，０００円 

          変更後：金６，２９２，３８５，０００円 

            

提案理由 

 東員第一中学校建設事業請負契約の一部を変更するについては、地方自

治法第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 
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議案第３９号 

   給食センター食器洗浄機等更新工事請負契約の締結について 

 

 令和８年５月２２日一般競争入札に付した、給食センター食器洗浄機等

更新工事について、次のとおり請負契約を締結するため、議会の議決に付

すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、議

会の議決を求める。 

 

                令和８年 ６月 １日提出 

                令和８年 ６月  日 

                   東員町長  水 谷 俊 郎 

  

  

１ 契 約 の 目 的   給食センター食器洗浄機等更新工事 

２ 契 約 の 方 法   一般競争入札 

３ 契 約 の 金 額   金１０８，６８０，０００円 

４ 契約の相手方   愛知県名古屋市中村区名駅南三丁目１３番２０号 

株式会社中西製作所 名古屋支店 

支店長 堀田 敦志 

            

提案理由 

 給食センター食器洗浄機等更新工事の請負契約を締結するについては、

地方自治法第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、議会の議決を経る必要

がある。 
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議案第４０号  

   財産の取得について 

 

 令和８年５月１１日に仮契約を締結した、地方自治体標準準拠システム

関連機器を取得したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求める。 

 

                令和８年 ６月 １日提出 

                令和８年 ６月  日 

                   東員町長  水 谷 俊 郎 

  

  

１ 取得する財産の名称   地方自治体標準準拠システム関連機器 

２ 契 約 の 方 法   随意契約 

３ 取 得 価 格   金６８，２００，０００円 

４ 契 約 の 相 手 方   三重県津市桜橋二丁目１７７番地３ 

株式会社ミエデン 

              代表取締役 小柴 眞治 

 

提案理由 

 地方自治体標準準拠システム関連機器を取得するについては、地方自治

法第９６条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を経る必要がある。 
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議案第４１号   

財産の取得について  

 

三重県が令和８年２月１２日に実施した、令和８年度三重県公立小中学

校等における学習者用端末（ｉＰａｄ）に係る企画提案コンペの結果に基

づき、令和８年４月２１日に仮契約を締結した、令和８年度三重県公立小

中学校等における学習用端末を取得したいので､議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決

を求める。  

 

                令和８年 ６月 １日提出  

                令和８年 ６月  日  

                   東員町長  水 谷 俊 郎  

 

 

１ 取得する財産の名称   令和８年度三重県公立小中学校等における

学習用端末  

２ 契 約 の 方 法   随意契約  

３ 取 得 価 格   金３７，２７１，５２０円  

４ 契 約 の 相 手 方   三重県松阪市石津町字地蔵裏３５３番地１  

              株式会社松阪電子計算センター  

              代表取締役 瀬 野 喜 久  

 

提案理由  

 令和８年度三重県公立小中学校等における学習用端末を取得するについ

ては、地方自治法第９６条第１項及び議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を経る必要

がある。  
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議案第４２号  

   東員町放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例    

   の制定について  

 

 東員町放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例を次のよう

に定めるものとする。  

 

               令和８年 ６月 １日提出      

令和８年 ６月  日        

                   東員町長  水 谷 俊 郎  

 

 

   東員町放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例  

 

 （目的）  

第１条 この条例は、放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関し必要

な事項を定め、放置自動車により生ずる障害を除去することにより、地

域の美観を保持し、町民の快適な生活環境の保全を図ることを目的とす

る。  

 （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。  

（１） 自動車 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第２条

第２項に規定する自動車をいう。  

（２） 放置 自動車が正当な権原に基づき置くことを認められた場所

以外の場所に置かれていることをいう。  

（３） 放置自動車 相当な期間にわたり放置されている自動車をいう。  

（４） 事業者等 自動車の販売、整備又は解体を業として行っている
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者及びそれらの者の団体をいう。  

（５） 所有者等 自動車の所有権、占有権若しくは使用権を有する者

又は自動車を放置した者若しくは放置させた者をいう。  

（６） 廃物 放置自動車が自動車としての本来の用に供することが困

難な状態にあり、かつ、不要物として認められるものをいう。  

（７） ナンバープレート 道路運送車両法第１１条第１項の規定によ

る自動車登録番号標及び同法第７３条第１項（同法第９７条の３

において準用する場合を含む。）の規定による車両番号標をいう。  

 （町の責務）  

第３条 町は、放置自動車の発生の防止に関する啓発及び広報活動その他

必要な施策を講ずるものとする。  

 （事業者等の責務）  

第４条 事業者等は、自動車が放置自動車とならないような適切な措置を

講ずるとともに、町が前条の規定により実施する施策に協力しなければ

ならない。  

 （町民等の責務）  

第５条 町民（町の区域内において自動車を所有し、又は使用する者を含

む。）は、町が講ずる放置自動車の発生の防止に関する施策に協力しな

ければならない。  

２ 土地の所有者又は管理者は、当該土地に自動車が放置されることのな

いように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

 （放置の禁止）  

第６条 何人も、正当な理由なく自動車を放置し、若しくは放置させ、又

はこれを放置し、若しくは放置させようとする者に協力してはならない。  

 （通報等）  

第７条 放置されている自動車を発見した者は、町長にその旨を通報する

よう努めなければならない。  

２ 町長は、前項の通報を受けた場合において必要があると認めたときは、
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自動車が放置されている土地の所有者又は管理者及び関係機関にその内

容を通報する等適切な措置を講ずるものとする。  

 （調査等）  

第８条 町長は、町が所有し、又は管理する土地に放置自動車があるとき

は、当該放置自動車の状況、所有者等その他の事項を調査するとともに、

当該放置自動車の撤去を促すために警告書を貼り付けることができる。  

２ 町長は、前項の規定により放置自動車を調査する場合において、次の

各号のいずれにも該当するときは、当該放置自動車の施錠を解除し、そ

の目的を達成するために必要な範囲内で、車内の調査をすることができ

る。  

（１） ナンバープレートが滅失していること。  

（２） 放置自動車の外部からの調査で所有者等が判明しないこと。  

３ 前項の規定による車内調査をする職員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係者に提示しなければならない。  

４ 第１項及び第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められた

ものと解釈してはならない。  

 （移動及び保管等）  

第９条 町長は、前条第１項の規定により警告書を貼り付けた日から１４

日を経過した日以後引き続き当該放置自動車が置かれている場合におい

て、生活環境の保全上の著しい支障が生ずるおそれがあると認めるとき

は、自ら指定する場所に当該放置自動車を移動し、保管することができ

る。  

２ 町長は、前項の規定により放置自動車を移動し、保管した場合は、当

該放置自動車が置かれていた場所を管轄する警察署にその旨を通知する

ものとする。  

３ 町長は、第１項の規定により放置自動車を移動し、保管した場合は、

当該放置自動車の所有者等に対し、その旨を通知しなければならない。

ただし、当該放置自動車の所有者等が判明しない場合（所有者等の住所
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又は居所が判明しない場合を含む。以下同じ。）は、規則で定めるとこ

ろにより、その旨を公示するものとする。  

 （勧告及び命令）  

第１０条 町長は、第８条第１項及び第２項の規定による調査の結果、放

置自動車の所有者等が判明したときは、当該所有者等に対し、その放置

自動車の撤去その他必要な措置を講ずることを勧告することができる。  

２ 町長は、前項の規定による勧告を受けた者が、当該勧告に従わないと

きは、その者に対し、当該勧告に従うことを命ずることができる。  

 （廃物認定）  

第１１条 町長は、第８条第１項及び第２項の規定により調査を行ったに

もかかわらず、放置自動車の所有者等が判明しない場合において、当該

放置自動車が次の各号のいずれにも該当するときは、当該放置自動車を

廃物と認定することができる。  

（１） ナンバープレートが滅失していること。  

（２） 第８条第１項の規定により警告書を貼り付けた日の翌日から３

０日以上経過していること。  

（３） 自動車の走行に必要な装置の主要な部分が破損し、若しくは腐

食し、又は失われていること。  

２ 町長は、前項の規定により放置自動車が廃物であるかどうか判断する

ことが困難なときは、必要に応じ三重県知事の意見を聴くことができる。  

３ 町長は、第１項の規定により放置自動車を廃物として認定するときは、

あらかじめ、規則で定めるところにより、その旨を告示するものとする。  

 （処分）  

第１２条 町長は、前条第１項の規定により放置自動車を廃物と認定した

ときは、当該放置自動車の処分を行うことができる。  

２ 町長は、前条第１項の規定により廃物として認定することが困難な放

置自動車の所有者等が判明しない場合において、規則で定めるところに

より、次に掲げる事項を告示するものとする。  
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（１） 警告書を貼り付けた日  

（２） 放置されている場所（第９条第１項の規定により保管している

場合にあっては、放置されていた場所及び保管している場所）  

（３） 車名、塗色又は自動車登録番号  

（４） 告示後の取扱い  

（５） その他規則で定める事項  

３ 町長は、前項の規定により告示をした日から９０日を経過した日以後

において、当該放置自動車を処分することができる。  

 （費用の請求）  

第１３条 町長は、第９条第１項の規定により放置自動車を移動し、保管

した場合又は前条の規定による処分を行った場合において、当該放置自

動車の所有者等が判明したときは、当該所有者等に対し、その移動、保

管及び処分に要した費用を請求することができる。  

 （国等との協力等）  

第１４条 町長は、放置自動車の撤去等の推進を図るため、国及び県（以

下この条において「国等」という。）と密接に連絡し、必要があると認

めるときは、国等に協力を求めることができる。  

２ 町長は、国等が所有し、又は管理する土地において、放置されている

自動車により生活環境の保全上の著しい支障が生ずるおそれがあると認

めるときは、国等に対し当該自動車の撤去等必要な措置を講ずることを

求めることができる。  

 （委任）  

第１５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、規則で定める。  

 （罰則）  

第１６条 第１０条第２項の規定による命令に違反した者は、２０万円以

下の罰金に処する。  

 （両罰規定）  
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第１７条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従

業者が、その法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、

行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同条の罰金刑を科す

る。  

   附 則  

 この条例は、令和８年７月１日から施行する。  

 

提案理由  

 東員町放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例を制定する

については、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決

を経る必要がある。  
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議案第４３号 

東員町町税条例の一部を改正する条例の制定について 

  

東員町町税条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  

令和８年 ６月 １日提出 

令和８年 ６月  日 

東員町長  水 谷 俊 郎   

 

  

東員町町税条例の一部を改正する条例 

 

東員町町税条例(昭和３０年東員村条例第１１号)の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

改正前 改正後 

(寄附金税額控除) (寄附金税額控除) 

第34条の6 （略） 第34条の6 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項の特例控除額は、法第314条の7第11項(法

附則第5条の6第2項         の規定により読み

替えて適用される場合を含む。)に定めるところ

により計算した金額とする。 

3 第1項の特例控除額は、法第314条の7第11項(法

附則第5条の6第3項又は第4項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。)に定めるところ

により計算した金額とする。 

(町民税の申告) (町民税の申告) 

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者は、3月1

5日までに、施行規則第5号の4様式(別表)による

申告書を町長に提出しなければならない。ただ

し、法第317条の6第1項又は第4項の規定により

給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出

する義務がある者から1月1日現在において給与

又は公的年金等の支払を受けている者で前年中に

おいて給与所得以外の所得又は公的年金等に係る

所得以外の所得を有しなかつたもの(公的年金等

第36条の2 第23条第1項第1号に掲げる者は、3月1

5日までに、施行規則第5号の4様式(別表)による

申告書を町長に提出しなければならない。ただ

し、法第317条の6第1項又は第4項の規定により

給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出

する義務がある者から1月1日現在において給与

又は公的年金等の支払を受けている者で前年中に

おいて給与所得以外の所得又は公的年金等に係る

所得以外の所得を有しなかつたもの(公的年金等
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に係る所得以外の所得を有しなかつた者で社会保

険料控除額(令第48条の9の7に規定するものを除

く。)、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険

料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、

配偶者特別控除額(所得割の納税義務者(前年の合

計所得金額が900万円以下であるものに限る。)の

法第314条の2第1項第10号の2に規定する自己と

生計を一にする配偶者(前年の合計所得金額が95

万円以下であるものに限る。)で控除対象配偶者

に該当しないものに係るものを除く。)、法第314

条の2第4項に規定する扶養控除額若しくは特定

親族特別控除額(特定親族(同条第1項第12号に規

定する特定親族をいう。第36条の3の2第1項第3

号及び第36条の3の3第1項                にお

いて同じ。)(前年の合計所得金額が85万円以下で

あるものに限る。)に係るものを除く。)の控除又

はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除

額の控除、法第313条第8項に規定する純損失の

金額の控除、同条第9項に規定する純損失若しく

は雑損失の金額の控除若しくは第34条の6第1項

(同項第3号に掲げる寄附金(特定非営利活動促進

法(平成10年法律第7号)第2条第3項に規定する認

定特定非営利活動法人及び同条第4項に規定する

特例認定特定非営利活動法人に対するものを除

く。第6項において同じ。)に係る部分を除く。)

及び第2項の規定により控除すべき金額(以下この

条において「寄附金税額控除額」という。)の控

除を受けようとするものを除く。以下この条にお

いて「給与所得等以外の所得を有しなかつた者」

という。)及び第24条第2項に規定する者(施行規

則第2条の2第1項の表の上欄の(2)に掲げる者を除

く。)については、この限りでない。 

に係る所得以外の所得を有しなかつた者で社会保

険料控除額(令第48条の9の7に規定するものを除

く。)、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険

料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、

配偶者特別控除額(所得割の納税義務者(前年の合

計所得金額が900万円以下であるものに限る。)の

法第314条の2第1項第10号の2に規定する自己と

生計を一にする配偶者(前年の合計所得金額が95

万円以下であるものに限る。)で控除対象配偶者

に該当しないものに係るものを除く。)、法第314

条の2第4項に規定する扶養控除額若しくは特定

親族特別控除額(特定親族(同条第1項第12号に規

定する特定親族をいう。第36条の3の2第1項第3

号並びに第36条の3の3第1項及び第2項第4号にお

いて同じ。)(前年の合計所得金額が85万円以下で

あるものに限る。)に係るものを除く。)の控除又

はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除

額の控除、法第313条第8項に規定する純損失の

金額の控除、同条第9項に規定する純損失若しく

は雑損失の金額の控除若しくは第34条の6第1項

(同項第3号に掲げる寄附金(特定非営利活動促進

法(平成10年法律第7号)第2条第3項に規定する認

定特定非営利活動法人及び同条第4項に規定する

特例認定特定非営利活動法人に対するものを除

く。第6項において同じ。)に係る部分を除く。)

及び第2項の規定により控除すべき金額(以下この

条において「寄附金税額控除額」という。)の控

除を受けようとするものを除く。以下この条にお

いて「給与所得等以外の所得を有しなかつた者」

という。)及び第24条第2項に規定する者(施行規

則第2条の2第1項の表の上欄の(2)に掲げる者を除

く。)については、この限りでない。 

2～10 （略） 2～10 （略） 

(個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族等申

告書) 

(個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族等申

告書) 

第36条の3の2 所得税法第194条第1項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければならな

第36条の3の2 所得税法第194条第1項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければならな
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い者(以下この条において「給与所得者」とい

う。)で町内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の

支払者(以下この条において「給与支払者」とい

う。)から毎年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者

を経由して、町長に提出しなければならない。 

い者(以下この条において「給与所得者」とい

う。)で町内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の

支払者(以下この条において「給与支払者」とい

う。)から毎年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、施行規則で定めるところにより、次に

掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者

を経由して、町長に提出しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 所得割の納税義務者(合計所得金額が1,000万

円以下であるものに限る。)の自己と生計を一に

する配偶者(法第313条第3項に規定する青色事業

専従者に該当するもので同項に規定する給与の支

払を受けるもの及び同条第4項に規定する事業専

従者に該当するものを除き、                  

             合計所得金額が133万円以下であ

るものに限る。次条第1項において同じ。)の氏名 

(2) 所得割の納税義務者(合計所得金額が1,000万

円以下であるものに限る。)の自己と生計を一に

する配偶者(法第313条第3項に規定する青色事業

専従者に該当するもので同項に規定する給与の支

払を受けるもの及び同条第4項に規定する事業専

従者に該当するものを除く。次条第1項第2号に

おいて同じ。)(合計所得金額が133万円以下であ

るものに限る                       。)の氏名 

(3)及び(4) （略） (3)及び(4) （略） 

2～4 （略） 2～4 （略） 

5 給与所得者は、第1項及び第3項の規定による申

告書の提出の際に経由すべき給与支払者が令第4

8条の9の7の2において準用する令第8条の2の2に

規定する要件を満たす場合には、施行規則で定め

るところにより、当該申告書の提出に代えて、当

該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事

項を電磁的方法(電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であつ

て施行規則で定めるものをいう。次条第4項及び

第53条の9第3項において同じ。)により提供する

ことができる。 

5 給与所得者は、第1項及び第3項の規定による申

告書の提出の際に経由すべき給与支払者が令第4

8条の9の7の2において準用する令第8条の2の2に

規定する要件を満たす場合には、施行規則で定め

るところにより、当該申告書の提出に代えて、当

該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事

項を電磁的方法(電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であつ

て施行規則で定めるものをいう。次条第5項及び

第53条の9第3項において同じ。)により提供する

ことができる。 

6 （略） 6 （略） 

(個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書) 

(個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書) 

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければなら

ない者又は法の施行地において同項に規定する公

第36条の3の3 次に掲げる者(以下この条において

「公的年金等受給者」という。)は、公的年金等

支払者(所得税法第203条の6第1項に規定する申
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的年金等(所得税法第203条の7の規定の適用を受

けるものを除く。以下この項において「公的年金

等」という。)の支払を受ける者であつて、特定

配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額が900

万円以下であるものに限る。)の自己と生計を一

にする配偶者(退職手当等(第53条の2に規定する

退職手当等に限る。以下この項において同じ。)

に係る所得を有する者であつて、合計所得金額が

95万円以下であるものに限る。)をいう。第2号に

おいて同じ。)又は扶養親族(年齢16歳未満の者又

は控除対象扶養親族であつて退職手当等に係る所

得を有する者に限る。)若しくは特定親族(退職手

当等に係る所得を有する者であつて、合計所得金

額が85万円以下であるものに限る。)を有する者

(以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。)で町内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき所得税法第203条の6第1

項に規定する公的年金等の支払者(以下この条に

おいて「公的年金等支払者」という。)から毎年

最初に公的年金等の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者

を経由して、町長に提出しなければならない。 

(1) 当該公的年金等支払者の名称 

(2) 特定配偶者の氏名 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(4) その他施行規則で定める事項 

告書の提出の際に経由すべき同項に規定する公的

年金等(以下この項において「公的年金等」とい

う。)の支払者をいう。以下この条において同

じ。)から毎年最初に公的年金等の支払を受ける

日の前日までに、施行規則で定めるところによ

り、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、

当該公的年金等支払者を経由して、町長に提出し

なければならない。 

(1) 所得税法第203条の6第1項の規定により同項

に規定する申告書を提出しなければならない者 

(2) 法の施行地において公的年金等(所得税法第2

03条の7の規定の適用を受けるものを除く。)の支

払を受ける第23条第1項第1号に掲げる者であつ

て、特定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金

額が900万円以下であるものに限る。)の自己と生

計を一にする配偶者(合計所得金額が95万円以下

であるものに限る。)をいう。次号及び次項第3号

において同じ。)(退職手当等(第53条の2に規定す

る退職手当等に限る。以下この号において同

じ。)に係る所得を有する者に限る。)又は扶養親

族(年齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族であ

つて退職手当等に係る所得を有する者に限る。)

若しくは特定親族(退職手当等に係る所得を有す

る者であつて、合計所得金額が85万円以下であ

るものに限る。)を有する者 

(3) 法の施行地において公的年金等(所得税法第2

03条の7の規定の適用を受けるものに限る。)の支

払を受ける第23条第1項第1号に掲げる者(当該年

中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその

年最初に当該公的年金等の支払を受けるべき日の

前日の現況において令第48条の9の7の3に定める

金額に満たない者を除く。)であつて、障害者、

寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶

者若しくは扶養親族(年齢16歳未満の者又は控除

対象扶養親族に限る。)若しくは特定親族(合計所

得金額が85万円以下であるものに限る。)を有す

る者 

-50-



 2 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲

げる事項とする。 

(1) 公的年金等支払者の名称 

(2) 公的年金等受給者が、法第314条の2第1項第

6号に規定する特別障害者又はその他の障害者に

該当する場合にはその旨及びその該当する事実並

びに寡婦又はひとり親に該当する場合にはその旨 

(3) 特定配偶者の氏名 

(4) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(5) その他施行規則で定める事項 

2 前項 又は法第317条の3の3第1項の規定による

申告書を公的年金等支払者を経由して提出する場

合において、当該申告書に記載すべき事項がその

年の前年において当該公的年金等支払者を経由し

て提出した前項 又は法第317条の3の3第1項の規

定による申告書に記載した事項と異動がないとき

は、公的年金等受給者は、当該公的年金等支払者

が所得税法第203条の6第2項に規定する国税庁長

官の承認を受けている場合に限り、施行規則で定

めるところにより、前項 又は法第317条の3の3

第1項の規定により記載すべき事項に代えて当該

異動がない旨を記載した前項 又は法第317条の3

の3第1項の規定による申告書を提出することが

できる。 

3 第1項又は法第317条の3の3第1項の規定による

申告書を公的年金等支払者を経由して提出する場

合において、当該申告書に記載すべき事項がその

年の前年において当該公的年金等支払者を経由し

て提出した第1項又は同条第1項の規定による申

告書に          記載した事項と異動がないとき

は、公的年金等受給者は、当該公的年金等支払者

が所得税法第203条の6第2項に規定する国税庁長

官の承認を受けている場合に限り、施行規則で定

めるところにより、第1項又は法第317条の3の3

第1項の規定により記載すべき事項に代えて当該

異動がない旨を記載した第1項又は同条第1項の

規定による申告書を提出する           ことが

できる。 

3 （略） 4 （略） 

4 公的年金等受給者は、第1項の規定による申告

書の提出の際に経由すべき公的年金等支払者が令

第48条の9の7の3において準用する令第8条の2の

2に規定する要件を満たす場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出に代え

て、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に

記載すべき事項を電磁的方法により提供すること

ができる。 

5 公的年金等受給者は、第1項の規定による申告

書の提出の際に経由すべき公的年金等支払者が令

第48条の9の8   において準用する令第8条の2の

2に規定する要件を満たす場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出に代え

て、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に

記載すべき事項を電磁的方法により提供すること

ができる。 

5 前項の規定の適用がある場合における第3項の

規定の適用については、同項中「申告書が」とあ

るのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的

6 前項の規定の適用がある場合における第4項の

規定の適用については、同項中「申告書が」とあ

るのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的
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年金等支払者に受理されたとき」とあるのは「公

的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「受理

された日」とあるのは「提供を受けた日」とす

る。 

年金等支払者に受理されたとき」とあるのは「公

的年金等支払者が提供を受けたとき」と、「受理

された日」とあるのは「提供を受けた日」とす

る。 

(固定資産税の免税点) (固定資産税の免税点) 

第63条 同一の者についてその者の所有に係る土

地、家屋及び償却資産に対して課する固定資産税

の課税標準となるべき額が土地        にあつて

は30万円、家屋にあつては20万円、償却資産に

あつては150万円に満たない場合においては、固

定資産税を課さない。 

第63条 同一の者についてその者の所有に係る土

地、家屋及び償却資産に対して課する固定資産税

の課税標準となるべき額が土地又は家屋にあつて

は30万円                      、償却資産に

あつては180万円に満たない場合においては、固

定資産税を課さない。 

附 則 附 則 

(特定一般用医薬品等購入費を支払つた場合の医療

費控除の特例) 

(特定一般用医薬品等購入費を支払つた場合の医療

費控除の特例) 

第6条 平成30年度から令和9年度までの各年度分

の個人の町民税に限り、法附則第4条の5第3項の

規定に該当する場合における第34条の2の規定に

よる控除については、その者の選択により、同条

中「同条第1項」とあるのは「同条第1項(第2号を

除く。)」と、「まで」とあるのは「まで並びに

法附則第4条の5第3項の規定により読み替えて適

用される法第314条の2第1項(第2号に係る部分に

限る。)」として、同条の規定を適用することが

できる。 

第6条 平成30年度以後       の各年度分

の個人の町民税に限り、法附則第4条の5第3項の

規定に該当する場合における第34条の2の規定に

よる控除については、その者の選択により、同条

中「同条第1項」とあるのは「同条第1項(第2号を

除く。)」と、「まで」とあるのは「まで並びに

法附則第4条の5第3項の規定により読み替えて適

用される法第314条の2第1項(第2号に係る部分に

限る。)」として、同条の規定を適用することが

できる。 

(個人の町民税の住宅借入金等特別税額控除) (個人の町民税の住宅借入金等特別税額控除) 

第7条の3  平成22年度から令和20年度までの各年

度分の個人の町民税に限り、所得割の納税義務者

が前年分の所得税につき租税特別措置法第41条

又は第41条の2の2の規定の適用を受けた場合(同

法第41条第1項に規定する住居年が平成21年から

令和7年 までの各年である場合に限る。)には、

法附則第5条の4第5項(同条第7項の規定により読

み替えて適用される場合を含む。)に規定すると

ころにより控除すべき額を、当該納税義務者の第

34条の3及び第34条の5の規定を適用した場合の

所得割の額から控除する。 

第7条の3  平成22年度から令和25年度までの各年

度分の個人の町民税に限り、所得割の納税義務者

が前年分の所得税につき租税特別措置法第41条

又は第41条の2の2の規定の適用を受けた場合(同

法第41条第1項に規定する住居年が平成21年から

令和12年までの各年である場合に限る。)には、

法附則第5条の4第5項(同条第7項の規定により読

み替えて適用される場合を含む。)に規定すると

ころにより控除すべき額を、当該納税義務者の第

34条の3及び第34条の5の規定を適用した場合の

所得割の額から控除する。 
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2 （略）  2 （略） 

(寄附金税額控除における特例控除額の特例) (寄附金税額控除における特例控除額の特例) 

第7条の4 第34条の6の規定の適用を受ける町民税

の所得割の納税義務者が、法第314条の7第11項

第2号若しくは第3号に掲げる場合に該当する場

合又は第34条の3第2項に規定する課税総所得金

額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有

しない場合であつて、当該納税義務者の前年中の

所得について、附則第16条の3第1項、附則第16

条の4第1項、附則第17条第1項、附則第18条第1

項、附則第19条第1項、附則第19条の2第1項又は

附則第20条第1項の規定の適用を受けるときは、

第34条の6第2項に規定する特例控除額は、同項

の規定にかかわらず、法附則第5条の5第2項(法附

則第5条の6第2項     の規定により読み替

えて適用される場合を含む。)に定めるところに

より計算した金額とする。 

第7条の4 第34条の6の規定の適用を受ける町民税

の所得割の納税義務者が、法第314条の7第11項

第2号若しくは第3号に掲げる場合に該当する場

合又は第34条の3第2項に規定する課税総所得金

額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有

しない場合であつて、当該納税義務者の前年中の

所得について、附則第16条の3第1項、附則第16

条の4第1項、附則第17条第1項、附則第18条第1

項、附則第19条第1項、附則第19条の2第1項又は

附則第20条第1項の規定の適用を受けるときは、

第34条の6第2項に規定する特例控除額は、同項

の規定にかかわらず、法附則第5条の5第2項(法附

則第5条の6第3項又は第4項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。)に定めるところに

より計算した金額とする。 

第9条の2 当分の間、所得割の納税義務者が前年

中に特例控除対象寄附金を支出し、かつ、当該納

税義務者について前条第3項の規定による申告特

例通知書の送付があつた場合(法附則第7条第13項

の規定によりなかつたものとみなされる場合を除

く。)には、法附則第7条の2第4項       

                      

          に規定するところにより控

除すべき額を、第34条の6第1項及び第2項の規定

を適用した場合の所得割の額から控除するものと

する。 

第9条の2 当分の間、所得割の納税義務者が前年

中に特例控除対象寄附金を支出し、かつ、当該納

税義務者について前条第3項の規定による申告特

例通知書の送付があつた場合(法附則第7条第13項

の規定によりなかつたものとみなされる場合を除

く。)には、法附則第7条の2第4項（法附則第7条

の3第3項又は第4項の規定により読み替えて適用

される場合を含む。）に規定するところにより控

除すべき額を、第34条の6第1項及び第2項の規定

を適用した場合の所得割の額から控除するものと

する。 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場

合の長期譲渡所得に係る町民税の課税の特例) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場

合の長期譲渡所得に係る町民税の課税の特例) 

第17条の2 （略）  第17条の2 （略） 

(1)及び(2) （略）   (1)及び(2) （略）   

2 前項の規定は、昭和63年度から令和11年度まで

の各年度分の個人の町民税に限り、所得割の納税

義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡所得

の基因となる土地等の譲渡をした場合において、

2 前項の規定は、昭和63年度から令和11年度まで

の各年度分の個人の町民税に限り、所得割の納税

義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡所得

の基因となる土地等の譲渡をした場合において、

-53-



当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡

(法附則第34条の2第5項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この項にお

いて同じ。)に該当するときにおける前条第1項に

規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に

対して課する町民税の所得割について準用する。

この場合において、当該譲渡が法附則第34条の2

第10項の規定に該当することとなるときは、当

該譲渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡で

はなかつたものとみなす。 

当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡

(法附則第34条の2第6項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この項にお

いて同じ。)に該当するときにおける前条第1項に

規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に

対して課する町民税の所得割について準用する。

この場合において、当該譲渡が法附則第34条の2

第12項の規定に該当することとなるときは、当

該譲渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡で

はなかつたものとみなす。 

3 （略） 3 （略） 

 4 第1項（第2項において準用する場合を含む。）

の場合において、所得割の納税義務者が、租税特

別措置法第31条の2第2項第13号から第15号まで

に掲げる土地等の譲渡に該当するものをしたとき

におけるその譲渡をした土地等がその譲渡をした

時において地すべり等防止法（昭和33年法律第3

0号）第3条第1項の地すべり防止区域、急傾斜地

の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44

年法律第57号）第3条第1項の急傾斜地崩壊危険

区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律（平成12年法律第57

号）第9条第1項の土砂災害特別警戒区域又は特

定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77

号）第56条第1項の浸水被害防止区域内にあると

きは、当該土地等の譲渡は、第1項又は第2項に

規定する優良住宅地等のための譲渡又は確定優良

住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものと

みなす。 

 

附 則 

（施行期日） 

第1条 この条例は、令和9年1月1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

(1) 第63条の改正規定及び附則第3条の規定 令和9年4月1日 

(2) 第34条の6第3項の改正規定並びに附則第7条の4の改正規定（「附則第5条の6第2項」を「附則第5条
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の6第3項又は第4項」に改める部分に限る。）、附則第9条の2の改正規定及び附則第17条の2の改正

規定並びに次条第4項の規定 令和10年1月1日 

 （町民税に関する経過措置） 

第2条 この条例による改正後の東員町町税条例（以下「新条例」という。）第36条の3の3第1項及び第

2項の規定は、この条例の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等について提出する新条例第36条

の3の3第1項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について提出

したこの条例による改正前の東員町町税条例第36条の3の3第1項の規定による申告書については、な

お従前の例による。 

2 新条例附則第7条の3第1項及び第2項の規定は、町民税の所得割の納税義務者が令和8年1月1日以後に

所得税法等の一部を改正する法律（令和8年法律第12号。以下この項において「所得税法等改正法」と

いう。）第7条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第41条第1項に規定する

居住用家屋（同条第16項の規定により同条第1項に規定する居住用家屋とみなされる同条第16項に規

定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第17項の規定により同条第1項に規定する既

存住宅とみなされる同条第17項に規定する特例既存住宅及び同条第35項の規定により同条第1項に規

定する既存住宅とみなされる同条第35項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をし

た家屋（同条第17項の規定により同条第1項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第17項

に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に限

る。）又は同条第6項に規定する認定住宅等（同条第18項の規定により同条第6項に規定する認定住宅

等とみなされる同条第18項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第1項の定めるところによりそ

の者の居住の用に供する場合について適用し、町民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改

正法第7条の規定による改正前の租税特別措置法第41条第1項に規定する居住用家屋（同条第20項の規

定により同条第1項に規定する居住用家屋とみなされる同条第20項に規定する特例居住用家屋を含

む。）若しくは既存住宅（同条第35項の規定により同条第1項に規定する既存住宅とみなされる同条第

35項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に

限る。）又は同条第10項に規定する認定住宅等（同条第21項の規定により同条第10項に規定する認定

住宅等とみなされる同条第21項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第1項の定めるところによ

りその者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。 

3 前条第2号に掲げる規定による改正後の東員町町税条例附則第17条の2第4項の規定は、町民税の所得

割の納税義務者が同号に掲げる規定の施行の日以後に行う同条第1項の土地等の譲渡について適用す

る。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第3条 附則第1条第1号に掲げる規定による改正後の東員町町税条例第63条の規定は、令和9年度以後の
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年度分の固定資産税について適用し、令和8年度分までの固定資産税については、なお従前の例によ

る。 

 

提案理由 

東員町町税条例の一部を改正するについては、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、議会の

議決を経る必要がある。 
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議案第４４号 

東員町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す 

る条例の制定について 

  

東員町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次

のように定めるものとする。 

  

令和８年 ６月 １日提出      

令和８年 ６月  日        

東員町長  水 谷 俊 郎  

  

  

東員町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す 

る条例 

 

東員町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成26年東員町条例第4号)

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

改正前 改正後 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 幼児 法第4条第1項第2号に規定する幼児の

うち、満3歳に満たない者(法第6条の3第9項第2

号、同条第10項第2号、同条第11項第2号又は  

  同条第12項第2号の規定に基づき保育が必要

と認められる児童であって満3歳以上のものに

ついて保育を行う場合                      

                                          

                                   にあっ

ては、満3歳に満たない者及び当該満3歳以上の

(3) 幼児 法第4条第1項第2号に規定する幼児の

うち、満3歳に満たない者(法第6条の3第9項第2

号、同条第10項第2号、同条第11項第2号若しく

は同条第12項第2号の規定に基づき保育が必要

と認められる児童であって満3歳以上のものに

ついて保育を行う場合又は同条第10項第3号の

規定に基づき保育を必要とする児童であって満

3歳以上のものについて保育を行う場合にあっ

ては、満3歳に満たない者及び当該満3歳以上の
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児童)をいう。 児童)をいう。 

(4)～(9) （略） (4)～(9) （略） 

(保育所等との連携) (保育所等との連携) 

第6条 家庭的保育事業者等(居宅訪問型保育事業を

行う者(以下「居宅訪問型保育事業者」という。)

を除く。以下この条、次条第1項、第14条第1項及

び第2項、第15条第1項、第2項及び第5項、第16

条並びに第17条第1項から第3項までにおいて同

じ。)は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実

に行われ、及び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満3歳以上の児童に対して必要な

教育(教育基本法(平成18年法律第120号)第6条第1

項に規定する法律に定める学校において行われる

教育をいう。以下この条において同じ。)又は保育

が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項     

                                            

                                            

                                            

                                      に係る

連携協力を行う保育所(子ども・子育て支援法(平

成24年法律第65号)第7条第4項に規定する保育所

をいう。)、幼稚園(同項に規定する幼稚園をいう。)

又は認定こども園(同項に規定する認定こども園

をいう。)(以下「連携施設」という。)を適切に確

保しなければならない。ただし、離島その他の地

域であって、連携施設の確保が著しく困難である

と町が認めるものにおいて家庭的保育事業等(居

宅訪問型保育事業を除く。第16条第2項第3号にお

いて同じ。)を行う家庭的保育事業者等について

は、この限りでない。 

第6条 家庭的保育事業者等(居宅訪問型保育事業を

行う者(以下「居宅訪問型保育事業者」という。)

を除く。以下この条、次条第1項、第14条第1項及

び第2項、第15条第1項、第2項及び第5項、第16

条並びに第17条第1項から第3項までにおいて同

じ。)は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実

に行われ、及び家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了後も満3歳以上の児童に対して必要な

教育(教育基本法(平成18年法律第120号)第6条第1

項に規定する法律に定める学校において行われる

教育をいう。以下この条において同じ。)又は保育

が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項(法第

6条の3第10項第3号に掲げる事業(以下「満3歳以

上限定小規模保育事業」という。)を行う事業者(以

下「満3歳以上限定小規模保育事業者」という。)

にあっては、第1号及び第2号に掲げる事項)に係る

連携協力を行う保育所(子ども・子育て支援法(平

成24年法律第65号)第7条第4項に規定する保育所

をいう。)、幼稚園(同項に規定する幼稚園をいう。)

又は認定こども園(同項に規定する認定こども園

をいう。)(以下「連携施設」という。)を適切に確

保しなければならない。ただし、離島その他の地

域であって、連携施設の確保が著しく困難である

と町が認めるものにおいて家庭的保育事業等(居

宅訪問型保育事業を除く。第16条第2項第3号にお

いて同じ。)を行う家庭的保育事業者等について

は、この限りでない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 当該家庭的保育事業者等                 

                                          

        により保育の提供を受けていた利用乳

幼児(事業所内保育事業(法第6条の3第12項に規

定する事業所内保育事業をいう。以下同じ。)

(3) 当該家庭的保育事業者等(満3歳以上限定小

規模保育事業者を除く。第6項及び第7項におい

て同じ。)により保育の提供を受けていた利用乳

幼児(事業所内保育事業(法第6条の3第12項に規

定する事業所内保育事業をいう。以下同じ。)
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の利用乳幼児にあっては、第42条に規定するそ

の他の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第6

項第1号において同じ。)を、当該保育の提供の

終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の

希望に基づき、引き続き当該連携施設において

受け入れて教育又は保育を提供すること。 

の利用乳幼児にあっては、第42条に規定するそ

の他の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第6

項第1号において同じ。)を、当該保育の提供の

終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の

希望に基づき、引き続き当該連携施設において

受け入れて教育又は保育を提供すること。 

2～6 （略） 2～6 （略） 

7 前項(第2号に該当する場合に限る。)の場合にお

いて、家庭的保育事業者等は、法第59条第1項に

規定する施設のうち次に掲げるもの(入所定員が2

0人以上のものに限る。)                       

                    であって、町長が適当と認

めるものを第1項第3号に掲げる事項に係る連携

協力を行う施設          として適切に確保しな

ければならない。 

7 前項(第2号に該当する場合に限る。)の場合にお

いて、家庭的保育事業者等は、法第59条第1項に

規定する施設のうち次に掲げるもの(入所定員が2

0人以上のものに限る。)又は満3歳以上限定小規模

保育事業を行う事業所であって、町長が適当と認

めるものを第1項第3号に掲げる事項に係る連携

協力を行う施設又は事業所として適切に確保しな

ければならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(家庭的保育事業所等内部の規程) (家庭的保育事業所等内部の規程) 

第18条 家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する規程を定

めておかなければならない。 

第18条 家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する規程を定

めておかなければならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員       

                                          

                    

(6) 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員(満3歳

以上限定小規模保育事業者にあっては、満3歳以

上の幼児の利用定員) 

(7)～(11) （略） (7)～(11) （略） 

第27条 小規模保育事業は、小規模保育事業A型、

小規模保育事業B型                          

           及び小規模保育事業C型           

                          とする。 

第27条 小規模保育事業は、小規模保育事業A型、

小規模保育事業B型(満3歳以上限定小規模保育事

業を除く。)及び小規模保育事業C型(満3歳以上限

定小規模保育事業を除く。)とする。 

(職員) (職員) 

第29条 （略） 第29条 （略） 

2 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める数の合計数に1を加えた数以上と

する。 

2 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める数の合計数に1を加えた数以上と

する。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 
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(3) 満3歳以上満4歳に満たない児童(法第6条の3

第10項第2号         の規定に基づき受け入

れる場合に限る。次号において同じ。) おおむ

ね15人につき1人 

(3) 満3歳以上満4歳に満たない児童(法第6条の3

第10項第2号又は第3号の規定に基づき受け入

れる場合に限る。次号において同じ。) おおむ

ね15人につき1人 

(4) （略） (4) （略） 

3 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、

当該小規模保育事業所A型に勤務する保健師又は

看護師                                   を、

1人に限り、保育士とみなすことができる。 

3 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、

当該小規模保育事業所A型に勤務する保健師、看

護師又は准看護師(以下「看護師等」という。)を、

1人に限り、保育士とみなすことができる。 

 4 第2項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該小規模保育事業所A型に勤務する理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員(学

校教育法(昭和22年法律第26号)の規定による大学

(短期大学を除く。)若しくは大学院において、心

理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当

する課程を修めて卒業した者であって、個人及び

集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等

以上の能力を有すると認められる者をいう。)又は

障害児の療育に関する知識及び経験を有する者で

あって、障害児の療育の指導を行う業務に5年以上

従事した経験を有するもののいずれかに該当し、

かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者(以

下「特定理学療法士等」という。)を、1人に限り、

保育士とみなすことができる。ただし、当該特定

理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小

規模保育事業所A型の保育士(認定地方公共団体の

区域内又は事業実施区域内にある小規模保育事業

所A型にあっては、保育士、当該認定地方公共団

体の区域に係る地域限定保育士又は当該事業実施

区域に係る国家戦略特別区域限定保育士をいう。

次項において同じ。)による支援を受けることがで

きる体制を確保しなければならない。 

 5 前2項の規定により看護師等及び特定理学療法

士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護

師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事

業所A型の保育士(前項ただし書の規定による支援
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を行う保育士を除く。)による支援を受けることが

できる体制を確保しなければならない。 

(職員) (職員) 

第31条 （略） 第31条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、

当該小規模保育事業所B型に勤務する保健師又は

看護師を、1人に限り、保育士とみなすことができ

る。 

3 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、

当該小規模保育事業所B型に勤務する看護師等  

      を、1人に限り、保育士とみなすことができ

る。 

 4 第2項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該小規模保育事業所B型に勤務する特定理

学療法士等を、1人に限り、保育士とみなすことが

できる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を

行うに当たっては、当該小規模保育事業所B型の

保育士(認定地方公共団体の区域内又は事業実施

区域内にある小規模保育事業所B型にあっては、

保育士、当該認定地方公共団体の区域に係る地域

限定保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略

特別区域限定保育士をいう。次項において同じ。)

による支援を受けることができる体制を確保しな

ければならない。 

 5 前2項の規定により看護師等及び特定理学療法

士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護

師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事

業所B型の保育士(前項ただし書の規定による支援

を行う保育士を除く。)による支援を受けることが

できる体制を確保しなければならない。 

(準用) (準用) 

第32条 第24条から第26条まで及び第28条の規定

は、小規模保育事業B型について準用する。この

場合において、第24条中「家庭的保育事業を行う

者(次条及び第26条において「家庭的保育事業者」

という。)」とあるのは「小規模保育事業B型を行

う者(第32条において準用する次条及び第26条に

おいて「小規模保育事業者(B型)」という。)」と、

第25条及び第26条中「家庭的保育事業者」とある

第32条 第24条から第26条まで及び第28条の規定

は、小規模保育事業B型について準用する。この

場合において、第24条中「家庭的保育事業を行う

者(次条及び第26条において「家庭的保育事業者」

という。)」とあるのは「小規模保育事業B型を行

う者(第32条において準用する次条及び第26条に

おいて「小規模保育事業者(B型)」という。)」と、

第25条及び第26条中「家庭的保育事業者」とある
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のは「小規模保育事業者(B型)」と、第28条中「小

規模保育事業所A型」とあるのは「小規模保育事

業所B型」と、同条第4号中「次号並びに第33条第

4号及び第5号」とあるのは「第32条において準用

する次号」と読み替えるものとする。 

のは「小規模保育事業者(B型)」と、第28条中「小

規模保育事業所A型」とあるのは「小規模保育事

業所B型」と                                 

                                            

            読み替えるものとする。 

(利用定員) (利用定員) 

第35条 小規模保育事業所C型は、法第6条の3第10

項     の規定にかかわらず、その利用定員を6人

以上10人以下とする。 

第35条 小規模保育事業所C型は、法第6条の3第10

項第1号の規定にかかわらず、その利用定員を6人

以上10人以下とする。 

(保育所型事業所内保育事業所の職員) (保育所型事業所内保育事業所の職員) 

第44条 （略） 第44条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、

当該保育所型事業所内保育事業所に勤務する保健

師又は看護師を1人に限り、保育士とみなすことが

できる。 

3 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、

当該保育所型事業所内保育事業所に勤務する看護

師等        を1人に限り、保育士とみなすことが

できる。 

 4 第2項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該保育所型事業所内保育事業所に勤務する

特定理学療法士等を、1人に限り、保育士とみなす

ことができる。ただし、当該特定理学療法士等が

保育を行うに当たっては、当該保育所型事業所内

保育事業所の保育士(認定地方公共団体の区域内

又は事業実施区域内にある保育所型事業所内保育

事業所にあっては、保育士、当該認定地方公共団

体の区域に係る地域限定保育士又は当該事業実施

区域に係る国家戦略特別区域限定保育士をいい、

附則第7条又は第8条の規定により保育士とみな

される者を除く。次項において同じ。)による支援

を受けることができる体制を確保しなければなら

ない。 

 5 前2項の規定により看護師等及び特定理学療法

士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護

師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業

所内保育事業所の保育士(前項ただし書の規定に

よる支援を行う保育士を除く。)による支援を受け

ることができる体制を確保しなければならない。 
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(小規模型事業所内保育事業所の職員) (小規模型事業所内保育事業所の職員) 

第47条 （略） 第47条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、

当該小規模型事業所内保育事業所に勤務する保健

師又は看護師を、1人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

3 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、

当該小規模型事業所内保育事業所に勤務する看護

師等        を、1人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

 4 第2項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該小規模型事業所内保育事業所に勤務する

特定理学療法士等を、1人に限り、保育士とみなす

ことができる。ただし、当該特定理学療法士等が

保育を行うに当たっては、当該小規模型事業所内

保育事業所の保育士(認定地方公共団体の区域内

又は事業実施区域内にある小規模型事業所内保育

事業所にあっては、保育士、当該認定地方公共団

体の区域に係る地域限定保育士又は当該事業実施

区域に係る国家戦略特別区域限定保育士をいう。

次項において同じ。)による支援を受けることがで

きる体制を確保しなければならない。 

 5 前2項の規定により看護師等及び特定理学療法

士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護

師等が保育を行うに当たって、当該小規模型事業

所内保育事業所の保育士(前項ただし書の規定に

よる支援を行う保育士を除く。)による支援を受け

ることができる体制を確保しなければならない。 

(準用) (準用) 

第48条 第24条から第26条まで及び第28条の規定

は、小規模型事業所内保育事業について準用する。

この場合において、第24条中「家庭的保育事業を

行う者(次条及び第26条において「家庭的保育事業

者」という。)」とあるのは「第47条第1項に規定

する小規模型事業所内保育事業を行う者(第48条

において準用する次条及び第26条において「小規

模型事業所内保育事業者」という。)」と、第25

条及び第26条中「家庭的保育事業者」とあるのは

「小規模型事業所内保育事業者」と、第28条中「小

第48条 第24条から第26条まで及び第28条の規定

は、小規模型事業所内保育事業について準用する。

この場合において、第24条中「家庭的保育事業を

行う者(次条及び第26条において「家庭的保育事業

者」という。)」とあるのは「第47条第1項に規定

する小規模型事業所内保育事業を行う者(第48条

において準用する次条及び第26条において「小規

模型事業所内保育事業者」という。)」と、第25

条及び第26条中「家庭的保育事業者」とあるのは

「小規模型事業所内保育事業者」と、第28条中「小
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規模保育事業所A型」とあるのは「小規模型事業

所内保育事業所」と、同条第1号中「調理設備」と

あるのは「調理設備(当該小規模型事業所内保育事

業所を設置し及び管理する事業主が事業場に附属

して設置する炊事場を含む。第48条において準用

する第4号において同じ。)」と、同条第4号中「次

号並びに第33条第4号及び第5号」とあるのは「第

48条において準用する次号」と読み替えるものと

する。 

規模保育事業所A型」とあるのは「小規模型事業

所内保育事業所」と、同条第1号中「調理設備」と

あるのは「調理設備(当該小規模型事業所内保育事

業所を設置し及び管理する事業主が事業場に附属

して設置する炊事場を含む。第4号において同

じ。)」                   

                      

             と読み替えるものと

する。 

附 則 附 則 

(連携施設に関する経過措置) (連携施設に関する経過措置) 

第3条 家庭的保育事業者等(                    

             特例保育所型事業所内保育事業者

を除く。)は、連携施設の確保が著しく困難であっ

て、子ども・子育て支援法第59条第4号に規定す

る事業による支援その他の必要な適切な支援を行

うことができると町が認める場合は、第6条第1項

本文の規定にかかわらず、施行日から起算して15

年を経過する日までの間、連携施設の確保をしな

いことができる。 

第3条 家庭的保育事業者等(満3歳以上限定小規模

保育事業者及び特例保育所型事業所内保育事業者

を除く。)は、連携施設の確保が著しく困難であっ

て、子ども・子育て支援法第59条第4号に規定す

る事業による支援その他の必要な適切な支援を行

うことができると町が認める場合は、第6条第1項

本文の規定にかかわらず、施行日から起算して15

年を経過する日までの間、連携施設の確保をしな

いことができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（児童福祉法等の一部を改正する法律附則第3条第4項の条例で定める日） 

2 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和7年法律第29号）附則第3条第4項の条例で定める日は、

この条例の公布の日とする。 

 

提案理由 

 東員町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正するについて

は、地方自治法第96条第1項第1号の規定により、議会の議決を経る必要がある。 
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議案第４５号 

東員町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例    

の一部を改正する条例の制定について 

  

東員町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を次のように定めるものとする。 

  

令和８年 ６月 １日提出      

令和８年 ６月  日        

東員町長  水 谷 俊 郎  

  

  

東員町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める    

条例の一部を改正する条例 

 

東員町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例(平成26年

東員町条例第3号)の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

改正前 改正後 

目次 目次 

第1章 総則(第1条―第3条) 第1章 総則(第1条―第3条) 

第2章 特定教育・保育施設の運営に関する基準 第2章 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

第1節 利用定員に関する基準(第4条) 第1節 利用定員に関する基準(第4条) 

第2節 運営に関する基準(第5条―第34条) 第2節 運営に関する基準(第5条―第34条) 

第3節 特例施設型給付費に関する基準(第35

条・第36条) 

第3節 特例施設型給付費に関する基準(第35

条・第36条) 

第3章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 第3章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 

第1節 利用定員に関する基準(第37条) 第1節 利用定員に関する基準(第37条) 

第2節 運営に関する基準(第38条―第50条) 第2節 運営に関する基準(第38条―第50条) 

第3節 特例地域型保育給付費に関する基準(第

51条・第52条) 

第3節 特例地域型保育給付費に関する基準(第

51条―第52条) 
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第4章 雑則(第53条) 第4章 雑則(第53条) 

附則 附則 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 小規模保育事業            児童福祉法第

6条の3第10項に規定する小規模保育事業     

                          をいう。 

(6) 満3歳未満等小規模保育事業 児童福祉法第

6条の3第10項に規定する小規模保育事業(同項

第3号に掲げる事業を除く。)をいう。 

 (6)の2 満3歳以上限定小規模保育事業 児童福

祉法第6条の3第10項に規定する小規模保育事

業(同項第3号に掲げる事業に限る。)をいう。 

(7)～(11) （略） (7)～(11) （略） 

 (11)の2 教育認定子ども 法第27条第1項に規定

する教育認定子どもをいう。 

 (11)の3 満3歳以上保育認定子ども 法第27条第

1項に規定する満3歳以上保育認定子どもをい

う。 

 (11)の4 保育認定子ども 法第29条第2項に規定

する保育認定子どもをいう。 

(12)～(22) （略） (12)～(22) （略） 

(23) 特定地域型保育事業 法第43条第2項に規

定する特定地域型保育事業をいう。 

(23) 特定地域型保育事業 法第43条第4項に規

定する特定地域型保育事業をいう。 

(24)～(29) （略） (24)～(29) （略） 

(正当な理由のない提供拒否の禁止等) (正当な理由のない提供拒否の禁止等) 

第6条 （略） 第6条 （略） 

2 特定教育・保育施設(認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。)は、利用の申込

みに係る法第19条第1号に掲げる小学校就学前子

ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用して

いる同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定教

育・保育施設の同号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員の総数を超える場合におい

ては、抽選、申込みを受けた順序により決定する

2 特定教育・保育施設(認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。)は、利用の申込

みに係る法第19条第1号に掲げる小学校就学前子

ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用して

いる教育認定子ども                          

                        の総数が、当該特定教

育・保育施設の同号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員の総数を超える場合におい

ては、抽選、申込みを受けた順序により決定する
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方法、当該特定教育・保育施設の設置者の教育・

保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その

他公正な方法により選考しなければならない。 

方法、当該特定教育・保育施設の設置者の教育・

保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その

他公正な方法により選考しなければならない。 

3 特定教育・保育施設(認定こども園又は保育所に

限る。以下この項において同じ。)は、利用の申込

みに係る法第19条第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している同条第2号又は第3号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども         の総数が、当該特定教育・保育施

設の同条第2号又は第3号に掲げる小学校就学前

子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合

においては、教育・保育給付認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を

受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付

認定子どもが優先的に利用できるよう、選考する

ものとする。 

3 特定教育・保育施設(認定こども園又は保育所に

限る。以下この項において同じ。)は、利用の申込

みに係る法第19条第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している満3歳以上保育認定子ども又は満

3歳未満保育認定子ども(特定満3歳以上保育認定

子どもを除く。)の総数が、当該特定教育・保育施

設の同条第2号又は第3号に掲げる小学校就学前

子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合

においては、教育・保育給付認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を

受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付

認定子どもが優先的に利用できるよう、選考する

ものとする。 

4 （略） 4 （略） 

5 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る教育・

保育給付認定子どもに対し自ら適切な教育・保育

を提供することが困難である場合は、適切な特定

教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介す

る等の適切な措置をすみやかに講じなければなら

ない。 

5 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る教育・

保育給付認定子どもに対し自ら適切な教育・保育

を提供することが困難である場合は、適切な特定

教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介す

る等の適切な措置を速やかに  講じなければなら

ない。 

(あっせん、調整及び要請に対する協力) (あっせん、調整及び要請に対する協力) 

第7条 （略） 第7条 （略） 

2 特定教育・保育施設(認定こども園又は保育所に

限る。以下この項において同じ。)は、法第19条第

2号又は第3号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもに係る当該特定

教育・保育施設の利用について児童福祉法第24条

第3項(同法第73条第1項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。)の規定により市町村が行う

調整及び要請に対し、できる限り協力しなければ

ならない。 

2 特定教育・保育施設(認定こども園又は保育所に

限る。以下この項において同じ。)は、保育認定子

ども                                        

                             に係る当該特定

教育・保育施設の利用について児童福祉法第24条

第3項(同法第73条第1項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。)の規定により市町村が行う

調整及び要請に対し、できる限り協力しなければ

ならない。 

(教育・保育給付認定の申請に係る援助) (教育・保育給付認定の申請に係る援助) 
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第9条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定

を受けていない保護者から利用の申込みがあった

場合は、当該保護者の意思を踏まえてすみやかに

教育・保育給付認定の申請が行われるよう必要な

援助を行わなければならない。 

第9条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定

を受けていない保護者から利用の申込みがあった

場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに  

教育・保育給付認定の申請が行われるよう必要な

援助を行わなければならない。 

2 （略） 2 （略） 

(利用者負担額等の受領) (利用者負担額等の受領) 

第13条 （略） 第13条 （略） 

2・3 （略） 2・3 （略） 

4 特定教育・保育施設は、前3項の支払を受ける額

のほか、特定教育・保育において提供される便宜

に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払

を教育・保育給付認定保護者から受けることがで

きる。 

4 特定教育・保育施設は、前3項の支払を受ける額

のほか、特定教育・保育において提供される便宜

に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払

を教育・保育給付認定保護者から受けることがで

きる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 食事の提供(次に掲げるものを除く。)に要す

る費用 

(3) 食事の提供(次に掲げるものを除く。)に要す

る費用 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満3歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、その教育・保育

給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定

保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村

民税所得割合算額がそれぞれ(ア)又は(イ)に

定める金額未満であるものに対する副食の提

供 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満3歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、その教育・保育

給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定

保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村

民税所得割合算額がそれぞれ(ア)又は(イ)に

定める金額未満であるものに対する副食の提

供 

(ア) 法第19条第1号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も 77、101円 

(ア) 教育認定子ども                    

                                      

  77、101円 

(イ) 法第19条第2号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も(特定満3歳以上保育認定子どもを除く。

イ(イ)において同じ。) 57、700円(令第4

条第2項第6号に規定する特定教育・保育給

付認定保護者にあっては、77、101円) 

(イ) 満3歳以上保育認定子ども           

                                      

  (特定満3歳以上保育認定子どもを除く。

イ(イ)において同じ。) 57、700円(令第4

条第2項第6号に規定する特定教育・保育給

付認定保護者にあっては、77、101円) 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満3歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、負担額算定基準

子ども又は小学校第3学年修了前子ども(小学

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満3歳以上教育・

保育給付認定子どものうち、負担額算定基準

子ども又は小学校第3学年修了前子ども(小学

-68-



 

校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部の第1学年から第3学年までに在

籍する子どもをいう。以下このイにおいて同

じ。)が同一の世帯に3人以上いる場合にそれ

ぞれ(ア)又は(イ)に定める者に該当するもの

に対する副食の提供(アに該当するものを除

く。) 

校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部の第1学年から第3学年までに在

籍する子どもをいう。以下このイにおいて同

じ。)が同一の世帯に3人以上いる場合にそれ

ぞれ(ア)又は(イ)に定める者に該当するもの

に対する副食の提供(アに該当するものを除

く。) 

(ア) 法第19条第1号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も 負担額算定基準子ども又は小学校第3

学年修了前子ども(そのうち最年長者及び2

番目の年長者である者を除く。)である者 

(ア) 教育認定子ども                    

                                      

   負担額算定基準子ども又は小学校第3

学年修了前子ども(そのうち最年長者及び2

番目の年長者である者を除く。)である者 

(イ) 法第19条第2号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も 負担額算定基準子ども(そのうち最年

長者及び2番目の年長者である者を除く。)

である者 

(イ) 満3歳以上保育認定子ども           

                                      

   負担額算定基準子ども(そのうち最年

長者及び2番目の年長者である者を除く。)

である者 

ウ 満3歳未満保育認定子どもに対する食事の

提供 

ウ 満3歳未満保育認定子どもに対する食事の

提供 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

5・6 （略） 5・6 （略） 

(緊急時等の対応) (緊急時等の対応) 

第18条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定教

育・保育の提供を行っているときに教育・保育給

付認定子どもに体調の急変が生じた場合その他必

要な場合は、すみやかに当該教育・保育給付認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者又は医療

機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

第18条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定教

育・保育の提供を行っているときに教育・保育給

付認定子どもに体調の急変が生じた場合その他必

要な場合は、速やかに  当該教育・保育給付認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者又は医療

機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

(虐待等の禁止) (虐待等の禁止) 

第25条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育

給付認定子どもに対し、児童福祉法第33条の10第

1項各号(幼保連携型認定こども園である特定教

育・保育施設の職員にあっては、認定こども園法

第27条の2第1項各号、幼稚園                  

       である特定教育・保育施設の職員にあって

第25条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育

給付認定子どもに対し、児童福祉法第33条の10第

1項各号(幼保連携型認定こども園である特定教

育・保育施設の職員にあっては、認定こども園法

第27条の2第1項各号、学校教育法第1条に規定す

る幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあっ
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は、学校教育法第28条第2項において準用する認

定こども園法第27条の2第1項各号)に掲げる行為

その他当該教育・保育給付認定子どもの心身に有

害な影響を与える行為をしてはならない。 

ては、同法     第28条第2項において準用する認

定こども園法第27条の2第1項各号)に掲げる行為

その他当該教育・保育給付認定子どもの心身に有

害な影響を与える行為をしてはならない。 

(事故発生の防止及び発生時の対応) (事故発生の防止及び発生時の対応) 

第32条 （略） 第32条 （略） 

2 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子ど

もに対する特定教育・保育の提供により事故が発

生した場合は、すみやかに市町村、当該教育・保

育給付認定子どもの家族等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じなければならない。 

2 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子ど

もに対する特定教育・保育の提供により事故が発

生した場合は、速やかに  市町村、当該教育・保

育給付認定子どもの家族等に連絡を行うととも

に、必要な措置を講じなければならない。 

3 （略） 3 （略） 

4 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子ど

もに対する特定教育・保育の提供により賠償すべ

き事故が発生した場合は、損害賠償をすみやかに

行わなければならない。 

4 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子ど

もに対する特定教育・保育の提供により賠償すべ

き事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに  

行わなければならない。 

(特別利用保育の基準) (特別利用保育の基準) 

第35条 特定教育・保育施設(保育所に限る。以下こ

の条において同じ。)が法第19条第1号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに対し特別利用保育を提供する場合には、

法第34条第1項第3号に規定する基準を遵守しな

ければならない。 

第35条 特定教育・保育施設(保育所に限る。以下こ

の条において同じ。)が教育認定子ども          

                                            

      に対し特別利用保育を提供する場合には、

法第34条第1項第3号に規定する基準を遵守しな

ければならない。 

2 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利

用保育を提供する場合には、当該特別利用保育に

係る法第19条第1号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している同条第2号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数が、第4条第2項第3号の規

定により定められた法第19条第2号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えない

ものとする。 

2 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利

用保育を提供する場合には、当該特別利用保育に

係る教育認定子ども                          

                                 及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している満3歳以上保

育認定子ども                                

              の総数が、第4条第2項第3号の規

定により定められた法第19条第2号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えない

ものとする。 

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定により特別

利用保育を提供する場合には、特定教育・保育に

は特別利用保育を、施設型給付費には特例施設型

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定により特別

利用保育を提供する場合には、特定教育・保育に

は特別利用保育を、施設型給付費には特例施設型
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給付費(法第28条第1項の特例施設型給付費をい

う。次条第3項において同じ。)を、それぞれ含む

ものとして、前節(第6条第3項及び第7条第2項を除

く。)の規定を適用する。この場合において、第6

条第2項中「特定教育・保育施設(認定こども園又

は幼稚園に限る。以下この項において同じ。)」と

あるのは「特定教育・保育施設(特別利用保育を提

供している施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「同号又は同条第2号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども」と、第1

3条第2項中「法第27条第3項第1号に掲げる額」と

あるのは「法第28条第2項第2号の内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」と、同条第4

項第3号イ(ア)中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども(特別利用保

育を受ける者を除く。)」と、同号イ(イ)中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給

付認定子ども (特別利用保育を受ける者を含

む。)」とする。 

給付費(法第28条第1項の特例施設型給付費をい

う。次条第3項において同じ。)を、それぞれ含む

ものとして、前節(第6条第3項及び第7条第2項を除

く。)の規定を適用する。この場合において、第6

条第2項中「特定教育・保育施設(認定こども園又

は幼稚園に限る。以下この項において同じ。)」と

あるのは「特定教育・保育施設(特別利用保育を提

供している施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「教育認定子ども                  

                                」とあるのは

「教育認定子ども又は満3歳以上保育認定子ども」

と、「同号」とあるのは「同条第2号 」と、第1 

3条第2項中「法第27条第3項第1号に掲げる額」と

あるのは「法第28条第2項第2号の内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」と、同条第4

項第3号イ(ア)中「教育認定子ども          」と

あるのは「教育認定子ども          (特別利用保

育を受ける者を除く。)」と、同号イ(イ)中「満3

歳以上保育認定子ども 」とあるのは「満3歳以上

保育認定子ども (特別利用保育を受ける者を含

む。)」とする。 

(特別利用教育の基準) (特別利用教育の基準) 

第36条 特定教育・保育施設(幼稚園に限る。以下こ

の条において同じ。)が法第19条第2号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、

法第34条第1項第2号に規定する基準を遵守しな

ければならない。 

第36条 特定教育・保育施設(幼稚園に限る。以下こ

の条において同じ。)が満3歳以上保育認定子ども 

                                            

     に対し、特別利用教育を提供する場合には、

法第34条第1項第2号に規定する基準を遵守しな

ければならない。 

2 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利

用教育を提供する場合には、当該特別利用教育に

係る法第19条第2号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している同条第1号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数が、第4条第2項第2号の規

定により定められた法第19条第1号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えない

2 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利

用教育を提供する場合には、当該特別利用教育に

係る満3歳以上保育認定子ども                 

                                 及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している教育認定子

ども                                        

               の総数が、第4条第2項第2号の規

定により定められた法第19条第1号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えない
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ものとする。 ものとする。 

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定により特別

利用教育を提供する場合には、特定教育・保育に

は特別利用教育を、施設型給付費には特例施設型

給付費を、それぞれ含むものとして、前節(第6条

第3項及び第7条第2項を除く。)の規定を適用する。

この場合において、第6条第2項中「特定教育・保

育施設(認定こども園又は幼稚園に限る。以下この

項において同じ。)」とあるのは「特定教育・保育

施設(特別利用教育を提供している施設に限る。以

下この項において同じ。)」と、「利用の申込みに

係る法第19条第1号に掲げる小学校就学前子ど

も」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第

2号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「同条第1号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員」とあるのは「同条第1号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員」と、第13条第2項中「法第27条第3項第1号に

掲げる額」とあるのは「法第28条第2項第3号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第4項第3号イ(ア)中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定

子ども(特別利用教育を受ける者を含む。)」と、

同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども(特別利用教育

を受ける者を除く。)」とする。 

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定により特別

利用教育を提供する場合には、特定教育・保育に

は特別利用教育を、施設型給付費には特例施設型

給付費を、それぞれ含むものとして、前節(第6条

第3項及び第7条第2項を除く。)の規定を適用する。

この場合において、第6条第2項中「特定教育・保

育施設(認定こども園又は幼稚園に限る。以下この

項において同じ。)」とあるのは「特定教育・保育

施設(特別利用教育を提供している施設に限る。以

下この項において同じ。)」と、「利用の申込みに

係る法第19条第1号に掲げる小学校就学前子ど

も」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第

2号に掲げる小学校就学前子ども」と、「教育認定

子ども                                      

            」とあるのは「教育認定子ども又は

満3歳以上保育認定子ども                     

       」と、「同号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員」とあるのは「同条第1号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員」と、第13条第2項中「法第27条第3項第1号に

掲げる額」とあるのは「法第28条第2項第3号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第4項第3号イ(ア)中「教育認定子ど

も          」とあるのは「教育認定子ども     

      (特別利用教育を受ける者を含む。)」と、

同号イ(イ)中「満3歳以上保育認定子ども 」とあ

るのは「満3歳以上保育認定子ども (特別利用教育

を受ける者を除く。)」とする。 

第37条 特定地域型保育事業(事業所内保育事業を

除く。)の利用定員(法第29条第1項の確認において

定めるものに限る。以下この章において同じ。)

の数は、家庭的保育事業にあっては1人以上5人以

下、小規模保育事業A型(家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準(平成26年厚生労働省令第6

1号)第28条に規定する小規模保育事業A型をい

う。第42条第3項において同じ。)及び小規模保育

第37条 特定地域型保育事業(事業所内保育事業を

除く。)の利用定員(法第29条第1項の確認において

定めるものに限る。以下この章において同じ。)

の数は、家庭的保育事業にあっては1人以上5人以

下、小規模保育事業A型(家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準(平成26年厚生労働省令第6

1号)第27条に規定する小規模保育事業A型をい

う。第42条第3項において同じ。)及び小規模保育
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事業B型(同令第31条に規定する小規模保育事業B

型をいう。第42条第3項において同じ。)にあって

は6人以上19人以下、小規模保育事業C型(同令第3

3条に規定する小規模保育事業C型をいう。附則第

4条において同じ。)にあっては6人以上10人以下、

居宅訪問型保育事業にあっては1人とする。 

事業B型(同令第27条に規定する小規模保育事業B

型をいう。第42条第3項において同じ。)にあって

は6人以上19人以下、小規模保育事業C型(同令第2

7条に規定する小規模保育事業C型をいう。附則第

4条において同じ。)にあっては6人以上10人以下、

居宅訪問型保育事業にあっては1人とする。 

2 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類

及び当該特定地域型保育の種類に係る特定地域型

保育事業を行う事業所(以下「特定地域型保育事業

所」という。)ごとに、法第19条第3号に掲げる小

学校就学前子どもに係る利用定員(事業所内保育

事業を行う事業所にあっては、家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準第42条の規定を踏

まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就学

前子どもを保育するため当該事業所内保育事業を

自ら施設を設置して行う事業主に係る当該小学校

就学前子ども(当該事業所内保育事業が、事業主団

体に係るものにあっては事業主団体の構成員であ

る事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学

前子どもとし、共済組合等(児童福祉法第6条の3

第12項第1号ハに規定する共済組合等をいう。)に

係るものにあっては共済組合等の構成員(同号ハ

に規定する共済組合等の構成員をいう。)の監護す

る小学校就学前子どもとする。)及びその他の小学

校就学前子どもごとに定める法第19条第3号に掲

げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。)

を、満1歳に満たない小学校就学前子どもと満1歳

以上の小学校就学前子どもに区分して定めるもの

とする。 

2 特定地域型保育事業者(満3歳以上限定小規模保

育事業者(満3歳以上限定小規模保育事業を行う者

をいう。以下同じ。)を除く。)は、次の各号に掲

げる地域型保育事業の区分に応じ、当該地域型保

育事業を行う事業所ごとに、当該各号に定める利

用定員を、満1歳に満たない小学校就学前子どもと

満1歳以上の小学校就学前子どもとに区分して定

めるものとする                              

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

       。 

 (1) 家庭的保育事業、満3歳未満等小規模保育事

業及び居宅訪問型保育事業 法第19条第3号に

掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員 

 (2) 事業所内保育事業 法第43条第3項に規定す

る労働者等監護満3歳未満小学校就学前子ども

に係る利用定員及びその他の法第19条第3号に

掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員 
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 3 特定地域型保育事業者(満3歳以上限定小規模保

育事業者に限る。)は、満3歳以上限定小規模保育

事業を行う事業所ごとに、法第19条第2号に掲げ

る小学校就学前子どもに係る利用定員を定めるも

のとする。 

(正当な理由のない提供拒否の禁止等) (正当な理由のない提供拒否の禁止等) 

第39条 （略） 第39条 （略） 

2 特定地域型保育事業者                       

                 は、利用の申込みに係る法第1

9条第3号に掲げる小学校就学前子ども及び特定

地域型保育事業所を現に利用している満3歳未満

保育認定子ども(特定満3歳以上保育認定子どもを

除く。以下この章                     において

同じ。)の総数が、当該特定地域型保育事業所の同

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては、教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認

められる満3歳未満保育認定子どもが優先的に利

用できるよう、選考するものとする。 

2 特定地域型保育事業者(満3歳以上限定小規模保

育事業者を除く。)は、利用の申込みに係る法第1

9条第3号に掲げる小学校就学前子ども及び特定

地域型保育事業所を現に利用している満3歳未満

保育認定子ども(特定満3歳以上保育認定子どもを

除く。以下この章(第43条第1項を除く。)において

同じ。)の総数が、当該特定地域型保育事業所の同

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては、教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認

められる満3歳未満保育認定子どもが優先的に利

用できるよう、選考するものとする。 

 3 特定地域型保育事業者(満3歳以上限定小規模保

育事業者に限る。)は、利用の申込みに係る法第1

9条第2号に掲げる小学校就学前子ども及び特定

地域型保育事業所を現に利用している満3歳以上

保育認定子どもの総数が、当該特定地域型保育事

業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数を超える場合においては、教

育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及

び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が

高いと認められる満3歳以上保育認定子どもが優

先的に利用できるよう、選考するものとする。 

3 前項 に規定する場合においては、特定地域型保

育事業者は、同項      に規定する選考の方法を

あらかじめ教育・保育給付認定保護者に明示した

上で、当該選考を行わなければならない。 

4 前2項に規定する場合においては、特定地域型保

育事業者は、これらの項に規定する選考の方法を

あらかじめ教育・保育給付認定保護者に明示した

上で、当該選考を行わなければならない。 

4 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体制 5 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体制
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の確保が困難である場合その他利用申込者に係る

満3歳未満保育認定子どもに対し自ら適切な教

育・保育を提供することが困難である場合は、第4

2条第1項に規定する連携施設その他の適切な特

定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介

する等の適切な措置をすみやかに講じなければな

らない。 

の確保が困難である場合その他利用申込者に係る

保育認定子ども         に対し自ら適切な教

育・保育を提供することが困難である場合は、第4

2条第1項に規定する連携施設その他の適切な特

定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介

する等の適切な措置を速やかに  講じなければな

らない。 

(あっせん、調整及び要請に対する協力) (あっせん、調整及び要請に対する協力) 

第40条 （略） 第40条 （略） 

2 特定地域型保育事業者は、満3歳未満保育認定子

どもに係る特定地域型保育事業の利用について児

童福祉法第24条第3項(同法第73条第1項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。)の規定によ

り市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り

協力しなければならない。 

2 特定地域型保育事業者は、保育認定子ども      

   に係る特定地域型保育事業の利用について児

童福祉法第24条第3項(同法第73条第1項の規定に

より読み替えて適用する場合を含む。)の規定によ

り市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り

協力しなければならない。 

(心身の状況等の把握) (心身の状況等の把握) 

第41条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育

の提供に当たっては、満3歳未満保育認定子どもの

心身の状況、その置かれている環境、他の特定教

育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

第41条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育

の提供に当たっては、保育認定子ども        の

心身の状況、その置かれている環境、他の特定教

育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

(特定教育・保育施設等との連携) (特定教育・保育施設等との連携) 

第42条 特定地域型保育事業者(居宅訪問型保育事

業を行う者を除く。以下この項から第7項までにお

いて同じ。)は、特定地域型保育が適正かつ確実に

実施され、及び必要な教育・保育が継続的に提供

されるよう、次に掲げる事項に係る連携協力を行

う認定こども園、幼稚園又は保育所(以下「連携施

設」という。)を適切に確保しなければならない。

ただし、離島その他の地域であって、連携施設の

確保が著しく困難であると町が認めるものにおい

て特定地域型保育事業を行う特定地域型保育事業

者については、この限りでない。 

第42条 特定地域型保育事業者(居宅訪問型保育事

業を行う者を除く。以下この項から第7項までにお

いて同じ。)は、特定地域型保育が適正かつ確実に

実施され、及び必要な教育・保育が継続的に提供

されるよう、次に掲げる事項に係る連携協力を行

う認定こども園、幼稚園又は保育所(以下「連携施

設」という。)を適切に確保しなければならない。

ただし、離島その他の地域であって、連携施設の

確保が著しく困難であると町が認めるものにおい

て特定地域型保育事業を行う特定地域型保育事業

者については、この限りでない。 

(1) 特定地域型保育の提供を受けている満3歳未

満保育認定子どもに集団保育を体験させるため

の機会の設定、特定地域型保育の適切な提供に

(1) 特定地域型保育の提供を受けている保育認

定子ども      に集団保育を体験させるため

の機会の設定、特定地域型保育の適切な提供に

-75-



 

必要な特定地域型保育事業者に対する相談、助

言その他の保育の内容に関する支援(次項にお

いて「保育内容支援」という。)を実施すること。 

必要な特定地域型保育事業者に対する相談、助

言その他の保育の内容に関する支援(次項にお

いて「保育内容支援」という。)を実施すること。 

(2) （略） (2) （略） 

(3) 当該特定地域型保育事業者               

                                          

                  により特定地域型保育    

                                          

                の提供を受けていた満3歳未

満保育認定子ども(事業所内保育事業を利用す

る満3歳未満保育認定子どもにあっては、第37

条第2項に規定するその他の小学校就学前子ど

も                     に限る。以下この号及

び第6項第1号において同じ。)を、当該特定地域

型保育の提供の終了に際して、当該満3歳未満保

育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者

の希望に基づき、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育・保育を提供すること。 

(3) 当該特定地域型保育事業者(満3歳以上限定

小規模保育事業者を除く。第6項、第7項及び第

12項において同じ。)により特定地域型保育(満3

歳以上限定小規模保育を除く。第6項及び第12

項において同じ。)の提供を受けていた満3歳未

満保育認定子ども(事業所内保育事業を利用す

る満3歳未満保育認定子どもにあっては、第37

条第2項に規定するその他の法第19条第3号に

掲げる小学校就学前子どもに限る。第6項第1号

            において同じ。)を、当該特定地域

型保育の提供の終了に際して、当該満3歳未満保

育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者

の希望に基づき、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育・保育を提供すること。 

2～6 （略） 2～6 （略） 

7 前項(第2号に係る部分に限る。)の場合において、

特定地域型保育事業者は、児童福祉法第59条第1

項に規定する施設のうち、次に掲げるもの(入所定

員が20人以上のものに限る。)                  

                          であって、町長が適

当と認めるものを第1項第3号に掲げる事項に係

る連携協力を行う施設          として適切に確

保しなければならない。 

7 前項(第2号に係る部分に限る。)の場合において、

特定地域型保育事業者は、児童福祉法第59条第1

項に規定する施設のうち次に 掲げるもの(入所定

員が20人以上のものに限る。)又は満3歳以上限定

小規模保育事業を行う事業所であって、町長が適

当と認めるものを第1項第3号に掲げる事項に係

る連携協力を行う施設又は事業所として適切に確

保しなければならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

 8 特定地域型保育事業者(満3歳以上限定小規模保

育事業者に限る。)は、第1項本文の規定にかかわ

らず、連携施設の確保に当たって、同項第3号に係

る連携協力を求めることを要しない。 

8 （略） 9 （略） 

9 （略） 10 （略） 

10 （略） 11 （略） 

11 （略） 12 （略） 
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(利用者負担額等の受領) (利用者負担額等の受領) 

第43条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育

を提供した際は、教育・保育給付認定保護者     

                                            

              から当該特定地域型保育に係る利

用者負担額(法第29条第3項第2号に掲げる額をい

う。)の支払を受けるものとする。 

第43条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育

を提供した際は、教育・保育給付認定保護者(満3

歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定

保護者に限る。)から当該特定地域型保育に係る利

用者負担額(法第29条第3項第2号に掲げる額をい

う。)の支払を受けるものとする。 

2～6 （略） 2～6 （略） 

(運営規程) (運営規程) 

第46条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる事業

の運営についての重要事項に関する規程を定めて

おかなければならない。 

第46条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる事業

の運営についての重要事項に関する規程を定めて

おかなければならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

(7) 特定地域型保育事業の利用の開始及び終了

に関する事項並びに特定地域型保育事業の利用

に当たっての留意事項(第39条第2項に規定する

選考の方法         を含む。) 

(7) 特定地域型保育事業の利用の開始及び終了

に関する事項並びに特定地域型保育事業の利用

に当たっての留意事項(第39条第2項及び第3項

に規定する選考の方法を含む。) 

(8)～(11) （略） (8)～(11) （略） 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第47条 特定地域型保育事業者は、満3歳未満保育

認定子どもに対し、適切な特定地域型保育を提供

することができるよう、特定地域型保育事業所ご

とに職員の勤務の体制を定めておかなければなら

ない。 

第47条 特定地域型保育事業者は、保育認定子ども

          に対し、適切な特定地域型保育を提供

することができるよう、特定地域型保育事業所ご

とに職員の勤務の体制を定めておかなければなら

ない。 

2 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業所

ごとに、当該特定地域型保育事業所の職員によっ

て特定地域型保育を提供しなければならない。た

だし、満3歳未満保育認定子どもに対する特定地域

型保育の提供に直接影響を及ぼさない業務につい

ては、この限りでない。 

2 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業所

ごとに、当該特定地域型保育事業所の職員によっ

て特定地域型保育を提供しなければならない。た

だし、保育認定子ども         に対する特定地域

型保育の提供に直接影響を及ぼさない業務につい

ては、この限りでない。 

3 （略） 3 （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第49条 （略） 第49条 （略） 

2 特定地域型保育事業者は、満3歳未満保育認定子

どもに対する特定地域型保育の提供に関する次に

2 特定地域型保育事業者は、保育認定子ども      

   に対する特定地域型保育の提供に関する次に
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掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存

しなければならない。 

掲げる記録を整備し、その完結の日から5年間保存

しなければならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(準用) (準用) 

第50条 第8条から第14条まで(第10条及び第13条

を除く。)、第17条から第19条まで及び第23条か

ら第33条までの規定は、特定地域型保育事業者、

特定地域型保育事業所及び特定地域型保育につい

て準用する。この場合において、第11条中「教育・

保育給付認定子どもについて」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども(満3歳未満保育認定子どもに

限り、特定満3歳以上保育認定子どもを除く。以下

この節において同じ。)について」と、第14条第1

項中「施設型給付費(法第27条第1項の施設型給付

費をいう。以下」とあるのは「地域型保育給付費(法

第29条第1項の地域型保育給付費をいう。以下こ

の項及び第50条において準用する第19条におい

て」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型

保育給付費の」と、同条第2項中「特定教育・保育

提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証

明書」と、第19条中「施設型給付費」とあるのは

「地域型保育給付費」と、第23条中「運営規程」

とあるのは「第46条に規定する事業の運営につい

ての重要事項に関する規程」と                 

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

                                     読み替

えるものとする。 

第50条 第8条から第14条まで(第10条及び第13条

を除く。)、第17条から第19条まで及び第23条か

ら第33条までの規定は、特定地域型保育事業者、

特定地域型保育事業所及び特定地域型保育につい

て準用する。この場合において、第11条中「教育・

保育給付認定子どもについて」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども(教育認定子ども           

                                 を除く。以下

この節において同じ。)について」と、第14条第1

項中「施設型給付費(法第27条第1項の施設型給付

費をいう。以下」とあるのは「地域型保育給付費(法

第29条第1項の地域型保育給付費をいう。以下こ

の項及び第50条において準用する第19条におい

て」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型

保育給付費の」と、同条第2項中「特定教育・保育

提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証

明書」と、第19条中「施設型給付費」とあるのは

「地域型保育給付費」と、第23条中「運営規程」

とあるのは「第46条に規定する事業の運営につい

ての重要事項に関する規程」と、第25条中「各号

(幼保連携型認定こども園である特定教育・保育施

設の職員にあっては、認定こども園法第27条の2

第1項各号、学校教育法第1条に規定する幼稚園で

ある特定教育・保育施設の職員にあっては、同法

第28条第2項において準用する認定こども園法第

27条の2第1項各号)」とあるのは「各号」と読み替

えるものとする。 

(特別利用地域型保育の基準) (特別利用地域型保育の基準) 

第51条 特定地域型保育事業者                 

                                            

  が法第19条第1号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別

第51条 特定地域型保育事業者(満3歳以上限定小規

模保育事業者を除く。以下この条において同じ。)

が教育認定子ども                            

                                に対し特別
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利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第

1項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守

しなければならない。 

利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第

1項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守

しなければならない。 

2 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別

利用地域型保育を提供する場合には、当該特別利

用地域型保育に係る法第19条第1号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども及び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る満3歳未満保育認定子ども(次条第1項  の規定

により特定利用地域型保育を提供する場合にあっ

ては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第1

9条第2号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもを含む。)の総数が、

第37条第2項の規定により定められた利用定員の

総数を超えないものとする。 

2 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別

利用地域型保育を提供する場合には、当該特別利

用地域型保育に係る教育認定子ども            

                                            

   及び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る満3歳未満保育認定子ども(第52条第1項の規定

により特定利用地域型保育を提供する場合にあっ

ては、当該特定利用地域型保育の対象となる満3

歳以上保育認定子ども                        

                          を含む。)の総数が、

第37条第2項の規定により定められた利用定員の

総数を超えないものとする。 

3 特定地域型保育事業者が、第1項の規定により特

別利用地域型保育を提供する場合には、特定地域

型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給

付費には特例地域型保育給付費(法第30条第1項の

特例地域型保育給付費をいう。次条第3項        

       において同じ。)を、それぞれ含むものと

して、前節(第40条第2項                     

       を除き、第50条において準用する第8条か

ら第14条まで(第10条及び第13条を除く。)、第17

条から第19条まで及び第23条から第33条までを

含む。次条第3項  において同じ。)の規定を適用

する。この場合において、第39条第2項中「利用

の申込みに係る法第19条第3号に掲げる小学校就

学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法

第19条第1号に掲げる小学校就学前子ども」と、

「満3歳未満保育認定子ども(特定満3歳以上保育

認定子どもを除く。以下この章                 

    において同じ。)」とあるのは「同号又は同条

第3号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども(第52条第1項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合にあって

は、当該特定利用地域型保育の対象となる法第19

3 特定地域型保育事業者が、第1項の規定により特

別利用地域型保育を提供する場合には、特定地域

型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給

付費には特例地域型保育給付費(法第30条第1項の

特例地域型保育給付費をいう。次条第3項及び第5

2条第3項において同じ。)を、それぞれ含むものと

して、前節(第37条第3項、第39条第3項及び第40

条第2項を除き、第50条において準用する第8条か

ら第14条まで(第10条及び第13条を除く。)、第17

条から第19条まで及び第23条から第33条までを

含む。第52条第3項において同じ。)の規定を適用

する。この場合において、第39条第2項中「利用

の申込みに係る法第19条第3号に掲げる小学校就

学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法

第19条第1号に掲げる小学校就学前子ども」と、

「満3歳未満保育認定子ども(特定満3歳以上保育

認定子どもを除く。以下この章(第43条第1項を除

く。)において同じ。)」とあるのは「教育認定子

ども及び満3歳未満保育認定子ども(特定満3歳以

上保育認定子どもを除き、第52条第1項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合にあって

は、当該特定利用地域型保育の対象となる満3歳以
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条第2号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもを含む。)」と、「同号

に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「同条

第3号に掲げる小学校就学前子ども」と、「教育・

保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる満3歳未満保育認定子どもが優先的

に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込み

を受けた順序により決定する方法、当該特定地域

型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に

基づく選考その他公正な方法により」と、第43条

第1項中「教育・保育給付認定保護者            

                                            

       」とあるのは「教育・保育給付認定保護者

(特別利用地域型保育の対象となる法第19条第1号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護

者を除く。)」と、同条第2項中「法第29条第3項第

1号に掲げる額」とあるのは「法第30条第2項第2

号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費

用の額」と、同条第3項中「前2項」とあるのは「前

項」と、同条第4項中「前3項」とあるのは「前2

項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用

及び食事の提供(第13条第4項第3号ア又はイに掲

げるものを除く。)に要する費用」と、同条第5項

中「前各項」とあるのは「前3項」とする。 

上保育認定子どもを含む。)                    

                                」と、「同号

に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「同条

第3号に掲げる小学校就学前子ども」と、「教育・

保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる満3歳未満保育認定子どもが優先的

に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込み

を受けた順序により決定する方法、当該特定地域

型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に

基づく選考その他公正な方法により」と、第43条

第1項中「教育・保育給付認定保護者(満3歳未満保

育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に

限る。)」とあるのは「教育・保育給付認定保護者

(特別利用地域型保育の対象となる教育認定子ど

も                                          

                 に係る教育・保育給付認定保護

者を除く。)」と、同条第2項中「法第29条第3項第

1号に掲げる額」とあるのは「法第30条第2項第2

号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費

用の額」と、同条第3項中「前2項」とあるのは「前

項」と、同条第4項中「前3項」とあるのは「前2

項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用

及び食事の提供(第13条第4項第3号ア又はイに掲

げるものを除く。)に要する費用」と、同条第5項

中「前各項」とあるのは「前3項」とする。 

 第51条の2 特定地域型保育事業者(満3歳以上限定

小規模保育事業者に限る。以下この条において同

じ。)が教育認定子どもに対し特別利用地域型保育

を提供する場合には、法第46条第1項に規定する

地域型保育事業の認可基準を遵守しなければなら

ない。 

2 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別

利用地域型保育を提供する場合には、当該特別利

用地域型保育に係る教育認定子ども及び特定地域

型保育事業所を現に利用している満3歳以上保育

認定子どもの総数が、第37条第3項の規定により
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定められた利用定員の総数を超えないものとす

る。 

3 特定地域型保育事業者が、第1項の規定により特

別利用地域型保育を提供する場合には、特定地域

型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給

付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含む

ものとして、前節(第37条第2項、第39条第2項及

び第40条第2項を除き、第50条において準用する

第8条から第14条まで(第10条及び第13条を除

く。)、第17条から第19条まで及び第23条から第3

3条までを含む。)の規定を適用する。この場合に

おいて、第39条第3項中「第19条第2号」とあるの

は「第19条第1号」と、「満3歳以上保育認定子ど

もの」とあるのは「教育認定子ども又は満3歳以上

保育認定子どもの」と、「同号」とあるのは「法

第19条第2号」と、「教育・保育給付認定に基づ

き、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる満3歳以

上保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」

とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決

定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に

関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正

な方法により」と、第43条第1項中「教育・保育

給付認定保護者(満3歳未満保育認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者に限る。)」とあるのは

「教育・保育給付認定保護者(特別利用地域型保育

の対象となる教育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者を除く。)」と、同条第2項中「法第2

9条第3項第1号に掲げる額」とあるのは「法第30

条第2項第2号の内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額」と、同条第3項中「前2項」

とあるのは「前項」と、同条第4項中「前3項」と

あるのは「前2項」と、「掲げる費用」とあるのは

「掲げる費用及び食事の提供(第13条第4項第3号

ア又はイに掲げるものを除く。)に要する費用」と、

同条第5項中「前各項」とあるのは「前3項」とす

る。 
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(特定利用地域型保育の基準) (特定利用地域型保育の基準) 

第52条 特定地域型保育事業者                 

                                            

  が法第19条第2号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定

利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第

1項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守

しなければならない。 

第52条 特定地域型保育事業者(満3歳以上限定小規

模保育事業者を除く。以下この条において同じ。)

が満3歳以上保育認定子ども                   

                                に対し特定

利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第

1項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守

しなければならない。 

2 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定

利用地域型保育を提供する場合には、当該特定利

用地域型保育に係る法第19条第2号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども及び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る同条第3号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども(前条第1項  の規

定により特別利用地域型保育を提供する場合にあ

っては、当該特別利用地域型保育の対象となる法

第19条第1号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもを含む。)の総数が、

第37条第2項の規定により定められた利用定員の

総数を超えないものとする。 

2 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定

利用地域型保育を提供する場合には、当該特定利

用地域型保育に係る満3歳以上保育認定子ども   

                                            

   及び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る満3歳未満保育認定子ども                   

                           (第51条第1項の規

定により特別利用地域型保育を提供する場合にあ

っては、当該特別利用地域型保育の対象となる教

育認定子ども                                

                           を含む。)の総数が、

第37条第2項の規定により定められた利用定員の

総数を超えないものとする。 

3 特定地域型保育事業者が、第1項の規定により特

定利用地域型保育を提供する場合には、特定地域

型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育給

付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含む

ものとして、前節の規定を適用する。この場合に

おいて、第43条第1項中「教育・保育給付認定保

護者                                        

                       」とあるのは「教育・保

育給付認定保護者(特定利用地域型保育の対象と

なる法第19条第2号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども(特定満3歳

以上保育認定子どもに限る。)に係る教育・保育給

付認定保護者に限る。)」と、「法第29条第3項第2

号に掲げる額」とあるのは「法第30条第2項第3号

の市町村が定める額」と、同条第2項中「法第29

条第3項第1号に掲げる額」とあるのは「法第30条

3 特定地域型保育事業者が、第1項の規定により特

定利用地域型保育を提供する場合には、特定地域

型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育給

付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含む

ものとして、前節の規定を適用する。この場合に

おいて、第43条第1項中「教育・保育給付認定保

護者(満3歳未満保育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者に限る。)」とあるのは「教育・保

育給付認定保護者(特定利用地域型保育の対象と

なる満3歳以上保育認定子ども                 

                                 (特定満3歳

以上保育認定子どもに限る。)に係る教育・保育給

付認定保護者に限る。)」と、「法第29条第3項第2

号に掲げる額」とあるのは「法第30条第2項第3号

の市町村が定める額」と、同条第2項中「法第29

条第3項第1号に掲げる額」とあるのは「法第30条
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第2項第3号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額」と、同条第4項中「掲げる費用」

とあるのは「掲げる費用及び食事の提供(特定利用

地域型保育の対象となる特定満3歳以上保育認定

子どもに対するもの及び満3歳以上保育認定子ど

も(令第4条第1項第2号に規定する満3歳以上保育

認定子どもをいう。)に係る第13条第4項第3号ア又

はイに掲げるものを除く。)に要する費用」とする。 

第2項第3号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額」と、同条第4項中「掲げる費用」

とあるのは「掲げる費用及び食事の提供(特定利用

地域型保育の対象となる特定満3歳以上保育認定

子どもに対するもの及び満3歳以上保育認定子ど

も(特定満3歳以上保育認定子どもを除く        

               。)に係る第13条第4項第3号ア又

はイに掲げるものを除く。)に要する費用」とする。 

附 則 附 則 

(連携施設に関する経過措置) (連携施設に関する経過措置) 

第4条 特定地域型保育事業者(                  

                特例保育所型事業所内保育事業

者を除く。)は、連携施設の確保が著しく困難であ

って、法第59条第4号に規定する事業による支援

その他の必要な適切な支援を行うことができると

町が認める場合は、第42条第1項本文の規定にか

かわらず、この条例の施行の日から起算して15年

を経過する日までの間、連携施設を確保しないこ

とができる。 

第4条 特定地域型保育事業者(満3歳以上限定小規

模保育事業者及び特例保育所型事業所内保育事業

者を除く。)は、連携施設の確保が著しく困難であ

って、法第59条第4号に規定する事業による支援

その他の必要な適切な支援を行うことができると

町が認める場合は、第42条第1項本文の規定にか

かわらず、この条例の施行の日から起算して15年

を経過する日までの間、連携施設を確保しないこ

とができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（児童福祉法等の一部を改正する法律附則第6条第3項の条例で定める日） 

2 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和7年法律第29号）附則第6条第3項の条例で定める日は、

この条例の公布の日とする。 

 

提案理由 

 東員町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改

正するについては、地方自治法第96条第1項第1号の規定により、議会の議決を経る必要がある。 
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議案第４６号 

三重県市町公平委員会を共同設置する地方公共団体の数の増加及び三重県市町公平 

委員会共同設置規約の変更に関する協議について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項の規定により、令和８年９月１日

から、三重県市町公平委員会を共同設置する地方公共団体にいなべ市菰野町清掃事務組合が加入し、

三重県市町公平委員会共同設置規約の一部を変更する規約を次のとおり定めることについて、関係

地方公共団体と協議するため、同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定

に基づき議会の議決を求める。 

 

               令和８年 ６月 １日提出      

令和８年 ６月  日        

                   東員町長  水 谷 俊 郎  

 

 

三重県市町公平委員会共同設置規約の一部を変更する規約 

 

三重県市町公平委員会共同設置規約(平成18年4月1日制定)の一部を次のように変更する。 

次の表の変更前欄に掲げる規定を同表の変更後欄に掲げる規定に下線で示すように変更する。 

 

変更前 変更後 

別表(第1条関係) 別表(第1条関係) 

いなべ市 いなべ市 

木曽岬町 木曽岬町 

東員町 東員町 

菰野町 菰野町 

川越町 川越町 

多気町 多気町 

明和町 明和町 

大台町 大台町 

玉城町 玉城町 

度会町 度会町 
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大紀町 大紀町 

南伊勢町 南伊勢町 

三重県多気郡多気町松阪市学校組合 三重県多気郡多気町松阪市学校組合 

わたらい老人福祉施設組合 わたらい老人福祉施設組合 

三重県三重郡老人福祉施設組合 三重県三重郡老人福祉施設組合 

朝日町、川越町組合立環境クリーンセンター 朝日町、川越町組合立環境クリーンセンター 

奥伊勢広域行政組合 奥伊勢広域行政組合 

桑名広域清掃事業組合 桑名広域清掃事業組合 

三重県市町総合事務組合 三重県市町総合事務組合 

紀勢地区広域消防組合 紀勢地区広域消防組合 

香肌奥伊勢資源化広域連合 香肌奥伊勢資源化広域連合 

度会広域連合 度会広域連合 

桑名・員弁広域連合 桑名・員弁広域連合 

伊勢広域環境組合 伊勢広域環境組合 

三重県後期高齢者医療広域連合 三重県後期高齢者医療広域連合 

東紀州環境施設組合 東紀州環境施設組合 

              いなべ市菰野町清掃事務組合 

 

附 則 

この規約は、令和８年９月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

令和８年９月１日よりいなべ市菰野町清掃事務組合が三重県市町公平委員会に加入することに

伴い、当該公平委員会を共同設置する地方公共団体の数の増加及び三重県市町公平委員会規約を変

更するための協議については、地方自治法第２５２条の７第３項において準用する同法第２５２条

の２の２第３項の規定により議会の議決を経る必要がある。 
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